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経営 トップに聞く

株式会社丸中商会 代表取締役 仲宗根 健 氏

特集  沖縄県のスマート防災ネットワークの構築に向けた提言
        ～北部豪雨災害等の対応から学ぶこと～
　　　　（okinawa society5 第 3 回：沖縄県のスマート防災ネットワーク構築に向けて） 



■令和５年
８月 No.646 経営トップに聞く　三栄工業株式会社
（RRI no.205） 特集1 沖縄県内におけるレンタカー業界の動向と

充足率推計
特集2 コロナ禍での県内景気と労働市場の動向

９月 No.647 経営トップに聞く　株式会社すこやかホールディングス
（RRI no.206） 特集1 県内の観光目的税導入を巡る動向と導入に

向けた提言
特集2 沖縄県内における2023年プロ野球

春季キャンプの経済効果

10月 No.648 経営トップに聞く　株式会社琉球光和
（RRI no.207） 特集 okinawa society5

11月 No.649 経営トップに聞く　株式会社仲本工業
（RRI no.208） 特集 防衛省関連予算の推移と経済効果について

12月 No.650 経営トップに聞く　社会医療法人仁愛会
（RRI no.209） 特集1 県内の一般廃棄物処理の状況と資源循環

（リサイクル）推進に向けた提言
特集2 沖縄県と全国の所得格差についての分析

■令和６年
１月 No.651 経営トップに聞く　医療法人HSR
（RRI no.210） 特集1 県内在留外国人の動向と多文化共生社会の

　　　実現に向けた提言
特集2 沖縄県経済2023年の回顧と2024年の展望

２月 No.652 経営トップに聞く　琉球フットボールクラブ株式会社
（RRI no.211） 特集1 沖縄県の労働需給問題について

特集2 高齢化による沖縄の社会経済の構造変化

３月 No.653 経営トップに聞く　株式会社レイメイコンピュータ
（RRI no.212） 企業探訪　株式会社立神鐵工所

特集1 沖縄県内におけるカーシェアリング市場の動向
特集2 労働基準法改正が県内企業に及ぼす影響

（2024年問題）
４月 No.654 経営トップに聞く　ニッシン株式会社
（RRI no.213） 特集 台湾における自転車利用促進に向けた取組み

５月 No.655 経営トップに聞く　琉球スポーツアカデミー株式会社
（RRI no.214） 特集1 宮古島市の観光と水問題について

特集2 沖縄県のデジタルツイン実現に向けた３D
都市モデル整備と活用促進

特集3 2023年度の沖縄県経済の動向

６月 No.656 経営トップに聞く　学校法人興南学園
（RRI no.215） 企業探訪　株式会社琉佐美

特集1 沖縄県の主要経済指標 

７月 No.657 経営トップに聞く　株式会社日進商会
（RRI no.216） 特集1 ダイキンオーキッドレディスゴルフトーナ

　　　メント開催が沖縄にもたらす効果
特集2 県産品利用実態アンケート調査にみる製造

業振興に向けた課題と提言

８月 No.658 経営トップに聞く　株式会社フードリボン
（RRI no.217） 特集1 沖縄県におけるスポーツツーリズムの実態調査

特集2 沖縄県内における2024年プロ野球
春季キャンプの経済効果

９月 No.659 経営トップに聞く　株式会社ライフコーポレーション
（RRI no.218） 特集1 沖縄県内における台湾からの入域客の動向

特集2 沖縄県内におけるバス・タクシー運転手不
足の現状と課題解決に向けた検討

10月 No.660 経営トップに聞く　一般社団法人光の子グループ
（RRI no.219） 特集 沖縄県内のマリンレジャー業界の現状と課題

11月12月合併 経営トップに聞く　株式会社日本バイオテック
No.661 特集1 医師の働き方改革と沖縄県が抱える医療の課題
（RRI no.220） 特集2 沖縄県内におけるジャパンウィンターリー

グ開催による経済効果
特集3 コロナ後の沖縄県の景気動向

１月 No.662 経営トップに聞く　株式会社あしびかんぱにー
（RRI no.221） 企業探訪　有限会社首里琉染

特集　沖縄県内のホテル施設調査と需給バラン
スからみた課題と持続可能な観光へ向け
た取り組み

２月 No.663 経営トップに聞く　株式会社西自動車商会
（RRI no.222） 特集1 沖縄県の労働市場の構造変化と今後の課

題と展望
特集2 沖縄県経済2024年の回顧と2025年の展望

３月 No.664 経営トップに聞く　株式会社昭和制作
（RRI no.223） 特集　沖縄県における国発注公共工事の経済

効果と建設業振興に向けた提言

特集レポートバックナンバー
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経営トップに聞く
株式会社丸中商会

～「現場で水のような存在へ」豊富なプロ仕様の商品で建設現場の技術を支える～

代表取締役　 仲宗根 健 氏

特集 沖縄県のスマート防災ネットワークの構築に向けた提言
           ～北部豪雨災害等の対応から学ぶこと～
        　 （okinawa society5 第 3回：沖縄県のスマート防災ネットワーク構築に向けて） 

りゅうぎん総合研究所  社長付特命部長　志良堂　猛史

新時代の教育研究を切り拓く
1. 市民参加と機械学習で地域の持続可能なモビリティを目指す

2. 「Nature」オピニオン記事：OISTは「学際研究をリードする存在」̶  日本の科学者が評価

3． 科学から社会貢献まで－沖縄の子どもたちを支援するOIST学生のレガシー

沖縄科学技術大学院大学 コミュニケーション・広報ディビジョンメディアセクション

（同大学のHP記事より許可を得て転載）

行政情報184
内閣府沖縄総合事務局経済産業部

沖縄県の景気動向（2025年1月）
～景気は、緩やかに拡大している（17カ月連続）～

学びバンク
・嘉手納野球場　～スポーツが活性化の要～

　琉球銀行　嘉手納支店長　玉元　克美

・DNA鑑定　～犯罪捜査以外にも活用～

　琉球銀行　証券国際部　上席調査役　嘉手苅　秀光

・情報セキュリティー　～活用の知識得る試験も～

　琉球銀行ペイメント事業部付出向　上席調査役　國吉　謙輔

･サーマルリサイクル　～廃プラ 熱エネルギーに～

　琉球銀行　総務部　上席調査役　知花　美奈子

経営情報 中小企業が決算前において検討すべき事項
　　　　　　　　　　 提供　太陽グラントソントン税理士法人

県内の主要金融経済指標

注：所属部署、　役職は執筆時のものです。

※目次(CONTENTS)の各タイトルをクリックするとそのページにジャンプします。
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経営  トップに聞く

御社のこれまでの歩みをお聞かせください。
　当社は 1964 年に父（先代：仲宗根幸栄氏）
が「丸中金物店」の名で創業しました。先代は
戦前生まれであり、戦後の物が無かった時代を
経験したことから、とにかく他社と比べて１円
でも安く売ることを心掛けていました。同じ商
品でも丸中に行けば安く買える。当時は現代の
ようなディスカウントストアは無かったので、

「激安店」のイメージが定着すると共に、徐々
にお客様も増えていきました。
　また、先代はいつもお客様のことを第一に考
えており、「この商品ありますか？」と言われた

ら決して「ない」と言いません。お客様からの
要望があればすぐに仕入れて販売する。それを
繰り返していうちに、当初金物だけだったのが、
家庭用の洗剤や紙オムツまで取り扱うようにな
ります。そうするとスーパーのように近所の
方々も訪れるようになり、多い時で１日 2,000
人以上の来客がありました。その時の入口の車
の込み具合は「丸中渋滞」と評判になるほどで
した。当時幼かった私はその様子を見て「働く
人々のテーマパーク」だと感じていました。
　取扱商品が増えると、当然ながら在庫も増え
ていきます。当時は今のように在庫管理を徹底

「
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株式会社丸中商会株式会社丸中商会
代表取締役 代表取締役 仲宗根 健 仲宗根 健 氏氏

　株式会社丸中商会は建築金物や工具、資材などの販売を行う法人である。先代である仲宗根幸栄氏
が創業し、2024年に創業60周年を迎えた。取り扱うプロ仕様の商品は建設業者を中心に広く支持
され、その品揃えの豊富さから地域のプロショップとして長く親しまれている。現在は2代目の仲宗
根健氏が経営を引き継ぎ、「沖縄の現場で “水 ”のような存在になる」を使命に掲げ、建設現場への営
業の強化と社員の育成を図っている。今回はうるま市にある本社兼店舗を訪ね、仲宗根社長に自社の
これまでの歩みや事業展開、今後の展望などについてお伺いした。
	 インタビューとレポート　　我謝　和紀
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していなかったため、在庫を保管するために建
物を次々に増築しました。そして今の本社の形
となりました。業容も拡大していき、1975 年
に「合資会社丸中商会」として法人化、1987
年に株式会社へ商号変更し、今に至ります。

仲宗根社長が社長へご就任なされた経緯と就任
後に取り組んだことをお聞かせください。
　私は先代から引き継ぎ、2018 年に代表取締
役へ就任しました。私はもともと家業を継ぐ気
は無く、県外で地域振興の仕事に携わっていま
した。
　そんなある日、先代が病気になり余命宣告を
受けます。その時期に先代から沖縄に戻って家
業を手伝ってほしいと言われました。30 歳と
いう区切りの年でもあり、家業を手伝うのも良
いかと思い、当社へ入社することを決めました。
　入社後、前職で管理部門を経験していたおか
げで、当社の問題や課題に気づくことができま
した。先代とは９年間一緒に働きましたが、先
代のやってきたことを尊重して、大幅にやり方
を変えることをせず、忙しく働いていました。
そして、2018 年に先代が亡くなった時に、気
づいたら社長になっていたような感じです。

　社長になってからは、先代の方針である「お
客様の要望を聞き、大切にすること」は変えず
に、入社してから気づいた問題や課題を外部の
専門家にも協力してもらいながら解決に取り組
みました。
　私が入社した当時、丸中商会にはしっかりと
した人事制度が無く、昇給はおろか休みもなか
なか取れないといった状況でした。先代はお客
様を第一に考え、年中無休で働いていたような
方ですから、社員が休む事に対しても厳しかっ
たです。
　そこで、社長に就任してまず初めに取り組ん
だのは人事制度の整備です。社員の声を聞きな
がら福利厚生の充実に向けて取組み、有休取得
や役職制度の策定などをし、組織体制の強化に
努めました。
　また、社員へ還元するために利益率の改善に
も取り組みます。当時の丸中商会は先代の方針
でお客様の要望に応えて様々な商品を仕入れた
結果、多くの在庫を抱え、中には不良在庫もた
くさんありました。店舗は歩くスペースも無い
くらい在庫で埋め尽くされており、それでも入
りきらなかった在庫は倉庫を借りてそこに置い
ていました。また、仕入れはコンテナ単位で仕

丸中商会（うるま市喜屋武）丸中商会（うるま市喜屋武）
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入れることが多かったので、ヤードにコンテナ
100 個程を確保し、そこにも在庫を保管してい
ました。担当社員は商品補充のために店舗とヤー
ドの間で１日２往復を余儀なくされていました。
低価格販売によりただでさえ利益が出しにくい
上に、在庫回転率や労働効率の低さが利益率の
悪化に拍車をかけていると考え、取扱商品の種
類を絞る事で在庫を圧縮することにしました。

多様なニーズがある中で取扱商品を絞る事は思
い切った決断だったと思います。どのように取
り組んだのでしょうか。
　取扱商品を絞るにあたって、事業の原点に立
ち返る必要がありました。当社はもともと金物
屋で、主に建設関連の商品を販売することから
スタートしています。その後、お客様の要望に
お応えして一般向けの家庭用商品や雑貨なども
販売するようになるのですが、それでも建設業
者向けの建築金物や工具、資材などのシェアが
圧倒的に高かったので、そこに特化した商品展
開へ舵を切る事にしました。
　思い切って一般向け商品の在庫を削減し、建
設関連の商品のラインナップを増やしました。
会社のロゴも一新し、「現場のプロが通う店」

としてＰＲをしました。また在庫管理を徹底す
るためにＰＯＳレジを導入し、在庫回転期間を
意識して商品を仕入れるようにしました。そう
すると徐々に利益率は改善されました。
　しかし、常連のお客様からは「あの商品は無
くなったの？」とお問合せをいただくことも多
いです。当社もそのようなお客様に支えられて
ここまで発展することができたので、そのよう
な声があった場合は需要を見ながら可能な限り
対応させていただいております。
　それは、先代から学んだお客様第一の姿勢と
幼い頃から感じておいる「働く人のテーマパー
ク」としての当社の在り方が根幹にあります。
これからも需要も見ながら、建設業者や職人さ
んに喜んでいただけるような商品展開を心掛け
ていきます。

社員教育として取り組んでいることをお聞かせ
ください。
　当社は建設業者から一般の方まで多くのお客
様が訪れていました。しかし社員の数は限られ
ているため、繁忙の時間帯はオペレーションが
大変な時もあります。私が入社した当時はその
ような状況が常態化しており、ＣＳ（顧客満足

多い時で１日 2,000 人以上訪れ渋滞に（2000 年代）多い時で１日 2,000 人以上訪れ渋滞に（2000 年代） 豊富な品揃えが人気豊富な品揃えが人気

法人設立当時の丸中商会（1980 年代）法人設立当時の丸中商会（1980 年代） 多様なプロ向けの商品を展開多様なプロ向けの商品を展開
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　度）向上に向けた社員教育というのはほとんど
行われていませんでした。
　しかし、時代は刻一刻と変わっています。近
隣にディスカウントストアなどの進出もあり、
以前に比べ価格競争が激しくなっています。そ
のような中でお客様に選んでもらうためには、
価格面以外で他社との差別化を図る必要があり
ます。そこで着目したのが「人材の強化」です。
　まずは社員教育として「挨拶」や「名刺交換」
など接客の基本を教える事から始めました。連
日多くのお客様が訪れるため、応対時間をでき
るだけ短くし、回転を速くするような商売の仕
方をしていたため、働いている人の中にはその
ような接客の基本が定着していない方もおりま
した。そういったこともあり、全員が名刺交換
を出来るようになるまで、３年はかかりました。
加えて、納期厳守や接客力の強化にも取り組み、
ＣＳ向上に向けた社員の意識醸成を現在進行形
で行っております。
　不定期で購入量の多い法人客の会社名を確認
するテストを社員に実施しているのですが、そ
うした取組みの効果が出てきており、徐々に回
答率が高まっています。また、お客様から商品
場所を聞かれた際に、以前は応対をする余裕が

なく、その方向を指し示すだけだったのが、当
たり前のことですが今では商品場所まで丁寧に
ご案内することが出来るようになっており、少
しずつ社員の成長を実感しています。
　現在社員は 64 名いるのですが、一人ひとり
の社員が快適に働ける環境を目指し、ＥＳ（従
業員満足度）向上にも取り組んでいます。具体
的には年に２回個人面談を実施し、社員の要望
を聞き、会社運営の参考にしています。また、
毎年 KPI のような指標（はじめは名刺の配布枚
数など）を設けて可視化し、成績が良かった社
員には商品券を付与しています。
　また、社内の業務が口頭や紙のアナログ文化
だったので、若手が働きやすいようにＩＴを活
用した業務支援も行っています。先にあげた
POS レジの導入や、各社員への業務用のスマー
トフォンの導入、社内コミュニケーション・顧
客受注管理会計・給与・勤怠管理などの業務を
クラウドアプリで管理するなど、働きやすい職
場環境の実現に取組んでいます。

建設現場への営業活動も強化されていると聞き
ました。
　当社は以前に比べて競合先が増えているため、

社員教育に力を入れている社員教育に力を入れている 働きやすい職場環境の実現に取り組む働きやすい職場環境の実現に取り組む

会社ロゴを一新し「現場のプロが通う店」へ会社ロゴを一新し「現場のプロが通う店」へ 知識豊富なスタッフが丁寧にご説明知識豊富なスタッフが丁寧にご説明
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これまでのように待っていたらお客様が来てく
れるという甘い考えでは、今後事業の継続が難
しくなるでしょう。そこで、営業をしっかりやっ
ていこうという事で新たに営業部門を立ち上げ
ました。こちらから積極的に建設現場へ出向い
て現場の人の声を聞くようにしています。
　実際に現場を見ることで、今必要とされてい
る道具や資材を知ることができますし、需要を
捉えることができます。当社を知っているお客
様には「あの丸中商会が現場に来てくれた！」
と喜んでくれる方も多く、今後も営業活動を強
化していきたいです。

今後の展望についてお聞かせください。
　当社の使命は「沖縄の現場で “ 水 ” のような
存在になる」を掲げています。これは意識され
ないくらい現場へ浸透したいという例えです。
2024 年より建設業の働き方改革がスタートし、
より一層人手不足が深刻になっています。当社
はこの問題に対して、少しでも建設現場で働く
方々に寄り添い、頼ってもらえるような会社で
ありたいです。
　また、おかげさまで当社は 60 周年を迎え、
この長い年月の中でお客様の要望を聞くこと

で、お客様と一緒に現在の丸中商会を築くこと
ができたと思っております。幸いにして、先代
から厳しい指導を受け、またお客様の要望を聞
いてきたベテラン社員が社内で中心的な役割を
担っており、彼らに今までの会社のノウハウが
蓄積されています。現在、そのノウハウをベテ
ラン社員から若い世代へ紡いでいるところで
す。こちらからは、私の希望ですが、今までは
価格で選ばれた丸中商会でしたが、今後は社員
で選ばれる会社にしていきたいと思います。

最後に
　当社は父の代から地域の皆様に支えられて、
ここまで発展してまいりました。当社を支えて
下さったお客様、お取引先様、地域の方々に多
大なる感謝を申し上げます。　
　当社は今後も「働く人々のテーマパーク」と
して尽力し、お客様を第一に考え、社員の幸せ
を実現し、それが会社の成長へとつながるよう
な企業を目指します。
　これからも皆様のご支援、ご指導を賜ります
ようよろしくお願い申し上げます。

法人概要

商　　　 号：

住 　 　 　  所 ：

連  絡  先 ：

設　　　　 立：

役 　 　 　 員：

従 業 員 数：

U　　R　　L：

事 業 内 容：

株式会社 丸中商会

沖縄県うるま市喜屋武 204

098-973-3406

1987 年３月 16 日（1964 年創業）

代表取締役　　　仲宗根 健

執行役員部長　　宮城 了

執行役員副部長　仲宗根 剛

執行役員副部長　門口 政彦

64 名（2025 年１月）

https://www.marunaka-1964.com/

金物、工具、建築資材、水道資材卸、

小売業
経営方針発表会にて経営方針発表会にて

建設現場への営業を強化している建設現場への営業を強化している
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本誌では、2022年1月から全15回にわたり『沖縄のSociety5.0を考える』と題して、スマー
トシティやオープンイノベーション、共創領域構築等に係る各分野の専門家にインタビューを
実施し、その内容を記事にして発信した。目的は、デジタルを活用した新たな社会基盤構築と
してのスマートシティについて研究し、この島で暮らす人々が身体的・精神的・社会的に良好
な状態である「ウェルビーイング（well-being）」を目指すことに寄与するためである。そして、
そのインタビュー記事を踏まえて、沖縄県のデジタル社会基盤構築への提言として「okinawa	
society5」を発信するに至った。

本誌ではこれまで、第 1回で沖縄県のデジタル社会基盤の基礎となる「オープンデータ」に
ついて特集し、第 2回では「沖縄県のデジタルツイン実現に向けて」と題し、3D 都市モデル
整備と活用促進について特集してきた。
第 3回の本稿では、前 2回の内容を踏まえながら、防災分野にフォーカスし、沖縄県のスマー
ト防災ネットワークの構築に向けた提言を行う。

りゅうぎん総合研究所
社長付特命部長
志良堂　猛史

okinawa society5 
第 3 回：沖縄県のスマート防災ネットワーク構築に向けて
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  要　旨

•	2024 年 11 月 9日未明、沖縄本島北部から鹿児島県与論町にかけて断続的に線状降水帯が発
生した。東村では観測史上最大となる降水量を記録するなど、豪雨の影響は県内各地で多くの
被害を発生させた。特に本島北部地域では土砂崩れや道路寸断、河川氾濫などが起き、住民の
一部は避難を余儀なくされた。幸い人的被害はなかったが、ここでの災害対応は被害の拡大を
招きかねない多くの課題を浮き彫りにした。

•	特に課題となったのは、沖縄県の初動対応の遅れである。行政界をまたいだ災害発生を確認し
ていたが、県に「災害対策本部」が設置されたのは災害発生から 2日後の 11月 11 日午前で
あった。設置の遅れは「災害救助法」の適用が困難になる事態を招いたが、一番の問題は、統
一的な指揮系統がないため、関係機関の連携が取れず、対応が断片化する恐れがあることである。
その結果として二次災害や被害拡大につながる危険性がある。

•	また、災害対応時には、分散している様々な情報を一元的または一体的に集約し、多角的に状
況を把握する必要がある。災害情報の共有や連携においては、関係者全員が「集約された情報」
をそれぞれの災害活動に役立てられることが重要であり、刻一刻と変化する状況を正確に把握
し、災害リスクを正しく認識する環境の整備が求められる。

•	災害対応を迅速に行うためには、災害対策本部のデジタル化と災害対応現場のデジタル化の促
進が必須である。双方のデジタル化を促進することで、災害現場の状況が迅速に連携されるだ
けでなく、連携された情報を対策本部が分析して、速やかに実動機関の情報支援に繋げること
が重要である。

•	防災科研（国立研究開発法人	防災科学技術研究所）では、日本の科学技術イノベーションを実
現するために創設された国家プロジェクト「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」の
中で、民間企業と共同で災害情報をつなぐ基盤を開発した。さらに、災害発生時には現地の災
害対策本部に研究員を派遣し、開発した基盤を活用して災害情報を一体化する作業のサポート
も行っている。その基盤を、防災科研などが実際の災害現場で活用し、フィードバックを受け
て改良を繰り返していることで更なる進化を続けている。

•	沖縄県においても、デジタル技術を活用し、スマート防災ネットワークの構築を進めることが
求められている。その実現には、災害分野における豊富な知見と技術力を持つ多様な立場の人々
が協力し、新たな価値を創造する共創領域での連携が不可欠である。

沖縄県のスマート防災ネットワークの
構築に向けた提言
～北部豪雨災害等の対応から学ぶこと～
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１．はじめに
沖縄県は、地理的特性から台風や豪雨などの

被害を受けやすい地域であり、近年は気候変動
の影響による風水害被害の激甚化や巨大地震の
発生による災害リスクが増加している。

また、本県は東西約 1,000km、南北 400km
に及ぶ海域に、多数の島々が点在する広大な海
洋島嶼圏である。島嶼地域では、離島への支援
や災害情報伝達の困難さが課題となる。

さらに、全国で急速に進む高齢化や生産年齢
人口の減少は当地にも及んでおり、地域の防災
力の低下が将来的に懸念されている。高齢化は、
災害発生時の避難や支援を必要とする人々の増
加を招き、生産年齢人口の減少は、深刻な労働
力不足から災害発生時の初動対応や復旧作業に
支障をきたし、災害対応の長期化につながる。

このように、人的資源の減少が懸念される中、
広大な県域で発生する災害に対応していくため
には「ハード面」の整備と共に、「ソフト面」での
防災力強化が不可欠となる。防災におけるハー
ド面の整備とは、建物の耐震化や堤防整備、津
波の防波堤、砂防堰堤（さぼうえんてい）等を指
す。対して、ソフト面の整備とは、避難訓練や
防災教育、ハザードマップ・防災マップの整備、
備蓄品の準備など「無形」の対策を指すが、中で
も重要なのはデジタル技術を活用した防災対策
である。限られた人的資源で効果的に危機に対
応できる仕組みを平時から構築し、災害に備え
ることが重要である。そのためには、防災領域
で広がるデジタル技術を活用し、従来の枠組み
に囚われない大胆な行動変容が求められる。具
体的には、広範囲の地域データを効率的に取得
し、地域の状況を一体的に把握できる環境整備
を進めると共に、自治体や災害実動機関などの
業務の省力化や自動化を促進し、災害発生時に
は迅速に組織間連携が行われる防災体制を構築
することなどが挙げられる。

本稿では、2024 年 11 月に沖縄県北部地域で
発生した豪雨災害を考察し、沖縄県の防災体制の
課題と対策について考える。特に、災害発生にお

ける「初動体制」にフォーカスし、沖縄県のスマー
ト防災ネットワークの構築の必要性を示す。

なお、本稿は「国立研究開発法人防災科学技
術研究所（以下、防災科研）」に、防災に関する
取り組みや技術的な指導を仰いだ。防災科研は、

「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」
の第３期で進められている「スマート防災ネッ
トワークの構築」の研究推進法人である。SIPは、
Society5.0 の実現に向けて基礎研究から社会実
装までを一貫して推進する国家プロジェクトで
あり、沖縄県の Society5.0 を考えていく上で
も注目すべきプロジェクトである。

２．全国で増加する激甚災害
2.1　拡大する風水害リスク

沖縄気象台によると、2024 年の沖縄周辺海
域の海面水温は、県内 8 ヶ所の観測地点のう
ち南大東島を除く全てで「過去最高値」を記録し
た。原因として「地球温暖化」の影響が指摘され
ている。（１）

気候変動によって恒常化した海面水温の上昇
は、「線状降水帯」と呼ばれる気象現象の発生頻
度を高めている。この現象は、列をなして発生
する積乱雲群によって、数時間にわたって特定
地域に集中豪雨をもたらす。線状降水帯による
豪雨は、河川氾濫や土砂災害などの深刻な被害
を発生させる要因でもある。

また、気候変動は台風にも大きな影響を及ぼ
す。海面水温の上昇は、台風の強度を増し、降
水量の増加や発生数に変化を及ぼすとされてい
る。強い勢力を保ったまま、広範囲にわたって
影響を及ぼすことが予想されるため、従来に増
して風水害リスクを高める要因となっている。

豪雨によるリスクは、2024 年 11 月に発生
した「沖縄県北部豪雨災害」で顕在化した。

これまで想定していなかった記録的な大雨が
北部地域を襲い、土砂災害や洪水により家屋や
道路が損壊。一部地域では交通網が寸断される
など生活基盤に深刻な被害を及ぼした。幸い人
的被害はなかったが、被害が激甚化するリスク
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を内包していた。
近年は、災害の規模や範囲が深刻化する状況

が頻出しており、都道府県単独での災害対応が
困難な「激甚災害」が続発している。政府は、国
民経済に大きな影響を与え、被災者や被災自治
体への支援が特に必要される自然災害について
は「激甚災害」として指定政令を交付・施行する。

（図 1）
令和以降では、「令和元年東日本台風（2019

年 10 月）」で 99 人が死亡、3 人が行方不明。
「令和 2 年７月豪雨（2020 年 7 月）」では 86 人
が死亡、2 人が行方不明。「熱海市伊豆山土石
流災害（2021 年 7 月）」では 27 人が死亡、1 人

が行方不明になるなど、風水害被害によって多
くの死傷者を出している。また、2024 年 1 月
には石川県能登半島地方を震源とする大規模地
震が発生したが、その 8 ヶ月後（9 月 21 日）に
は奥能登地方で大規模な豪雨災害が発生した。
輪島市では、9 月 21 日からの 48 時間雨量が
498.5mm、珠洲市では 393.5mm を記録。わ
ずか 2 日間で平年 9 月の月降水量の約 2 倍の
雨量をもたらし、16 人の死者（2024 年 11 月
17 日時点）を出した。

いずれも「激甚災害」に指定された甚大な災害
である。沖縄県でも風水害被害のリスクは年々
拡大しており、今後も予断を許さない。

図 1：激甚災害指定の判定の流れ（出所：内閣府）

2.2　拡大する地震・津波リスク
日本は、「プレート」と呼ばれる 4 つの岩盤の

境界に位置する地震多発国である。世界で起き
るマグニチュード 6 以上の約 2 割が日本列島周
辺で発生していると言われる。（図 2）

4 つとは、「北米（オホーツク）プレート」「ユー
ラシアプレート」と呼ばれる陸のプレートと、

「フィリピン海プレート」「太平洋プレート」と
呼ばれる海のプレートである。

本稿では、最大震度７の地震で見られた以下
の２つのタイプを主に取り上げる（図 3）

・海溝型地震（プレート境界型）：
　海のプレートが陸のプレートに沈み込む際に発生する
・内陸型地震（直下型・活断層型）：
　陸のプレート内の断層がずれることで発生する

 地震や津波は、一度の猛威で広範囲に甚大な
被害をもたらす現象である。

それを示す特筆すべき災害が、2011 年 3 月
11 日に発生した「東日本大震災」である。
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図 2：地震の起こる場所―プレート境界とプレート内―（出所：気象庁）

図 3：日本列島周辺で発生する地震のタイプ（出所：地震調査研究推進本部）

2.2.1　東日本大震災
「東日本大震災」とは、「東北地方太平洋沖地震」

とそれに伴う津波、その影響により発生した福
島第一原子力発電所事故、大規模停電など、様々
な災害を誘発した複合災害の総称である。

2011 年 3 月 11 日午後 2 時 46 分に発生し
た「東北地方太平洋沖地震」は、マグニチュード
9.0 を記録した日本の地震観測史上最大規模の
地震である。この災害による人的被害は甚大で、
東北地方を中心に 12 都道府県で死者・行方不
明者は 22,318 人（災害関連死含む）に達し、「第
二次世界大戦後最大の自然災害」と言われた。
特に顕著なのが観測史上最大といわれた津波の
被害である。死者の約 90％が津波による溺死
と言われており、「関東大震災（1923 年 9 月）」
や「阪神・淡路大震災（1995 年 1 月）」と大きく

異なるのが特徴である。
本地震は、三陸沖（宮城県牡鹿半島の東南東約

130km 付近）の深さ約 24km を震源として発
生した海溝型地震であり、太平洋プレートと北
米プレートの境界域（日本海溝付近）で起きた。
震源域は岩手県沖から茨城県沖にかけての南北
約 400 〜 500km、東西約 200km の広範囲に
わたる。

国の災害研究機関である防災科研は、この超
巨大地震について、「宮城県沖（三陸沖）から起
きた破壊が南部の福島県沖〜茨城県沖付近に
及んだ際に別の新たな破壊を発生させた」とし、

「幾つもの大地震がわずかな時間差で連続して
発生した可能性がある」とする。（２） この説明か
ら、東北地方太平洋沖地震は単一の大規模地震
ではなく、複数の震源域が連続的に関与した「連



11

特 集

動型地震」であることがわかる。防災科研がい
う破壊とは、固着域の破壊を指す。「固着域」と
は、2 つのプレートが境界で強く固着している
場所のことで「カップリング領域」ともいう。プ
レートは常に動いているため、プレート間の固
着が強いとひずみの蓄積も大きくなる。蓄積さ
れたひずみが限界に達すると、固着域は一気に
破壊され大規模な地震が発生する。その際、プ
レート境界の滑りにより海底地盤が急激に隆起
または沈降する。それにより海水が大きく影響

を受け、津波が発生する。この災害で観測した
津波は「観測史上最大規模」であり、多くの地域
で 10m に迫る津波が観測されている。
「東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）」は未

曾有の大災害であったが、日本ではそれ以降も
最大震度 7 を記録する巨大地震が 4 度発生して
いる。2016 年 4 月の「熊本地震（前震・本震）」、
2018 年 9 月の「北海道胆振東部地震」、2024
年 1 月の「能登半島地震」である。

岩手県宮古市の津波（出所：地震調査研究推進本部）

宮城県気仙沼市の津波被害（出所：地震調研究推進本部）
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2.2.2　平成 28年熊本地震（前震・本震）
熊本県熊本地方を震源として甚大な被害をも

たらした熊本地震は、内陸型の「活断層型地震」
として、地震観測史上初めて 28 時間以内に同
地域で 2 度の最大震度 7 を記録した。

１回目（前震）は、2016 年 4 月 14 日午後 9
時 26 分にマグニチュード 6.5、最大震度 7（益
城町）を記録。その約 28 時間後の 4 月 16 日午
前 1 時 25 分、マグニチュード 7.3、最大震度
7（益城町、西原村）の地震（本震）が再度発生し
た。震源の深さは 12km であった。この地域で
は、前震と本震の２回の最大震度に加え、多数
の震度 6 クラスの余震が発生、地震活動が長期
間継続した。さらに大規模な土砂災害や火災も
発生した。この地震での一連の死者は、災害関
連死も含めて277人に及ぶ。（2024年8月現在）

2.2.3　平成 30年北海道胆振（いぶり）東部地震
2018 年 9 月 6 日午前 3 時 7 分、北海道胆振

地方中東部を震源として、マグニチュード 6.7、
最大震度 7（厚真町）を記録する地震が発生した。
震源の深さは 37km であり、北海道で初めて最
大震度 7 を観測した地震である。また、地震後
に北海道のほぼ全域で停電が発生し、いわゆる

「ブラックアウト」という事態に陥った。震源付
近では以前からマグニチュード 4.0 程度以上の
地震が発生していた地域でもあった。災害関連
死を含め 44 人（2019 年 9 月時点）が亡くなっ
ているが、その多くは大規模な土砂災害による
ものであり、その斜面崩壊面積は明治時代以降
最大規模と言われている。本地震は「熊本地震」
と同じく「内陸型地震」ではあるが、東北東・西
南西方向に圧力軸を持つ「逆断層型地震」であ
り、断層のタイプは「能登半島地震」に近い。（※

「逆断層型」については、「2.2.4 令和 6 年能登半
島地震」で説明する）

2.2.4　令和 6年能登半島地震
2024 年 1 月 1 日午後 4 時 10 分、石川県能

登半島地方を震源として、マグニチュード 7.6、

最大震度 7（輪島市、志賀町）を記録した大地震
が発生した。震源の深さは 16km、震源域は長
さ 150km に及び、活断層地震としては過去最
大級であった。
「令和 6 年版防災白書」（３）によれば、能登地

方では 2020 年 12 月から地震活動が活発にな
り、2023 年 12 月末までに震度 1 以上の地震
が 506 回発生していた。2023 年 5 月 5 日に
は、珠洲市で震度 6 の地震を観測し、すでに石
川県を中心に人的被害や建物被害が発生してい
た。時間の経過と共に地震の発生回数は減少し
ていたが、2024 年 1 月 1 日に最大震度 7 の大
地震が発生した。この地震では地表面の激しい
揺れが 30 秒から 1 分と長く続き、津波や地滑
り、液状化現象など複合的に災害が発生した。
長時間の揺れの継続は、共振により家屋の倒壊
や埋立地などの液状化を招いた。

本地震は、「内陸型」の直下型地震で、「逆断層
型」の地震であった。「逆断層型」とは、傾いて
いる断層が水平方向に圧縮されるときに、浅い
場所に位置する地塊（上盤）が縦方向にずり上が
るタイプをいう。地殻変動が大きく、北部沿岸
では最大 4m の隆起も観測された。

この地震では津波が発生したため、一時「内陸
型ではない」と思われたが、断層が能登半島の
先端部分の陸地とその先の沖合にまたがってお
り、海底の活断層も大きく動いたことが津波の
原因だと判明した。

発生した津波は、非常に短時間で沿岸部に達
した。東北大学の研究によると、地震発生から
わずか 1 分程度で珠洲市や輪島市の沿岸に到達
したと推定されている。（４）　国土交通省の報告に
よれば、石川県珠洲市、能登町、志賀町の 3 市町、
新潟県上越市では、津波により約 200 ヘクター
ル（2,000,000㎡）が浸水した。特に珠洲市の鵜
飼地区では、低い堤防を超えて津波が浸水し、
川沿いの道路に漁船などが乗り上げるなど、甚
大な被害が発生した。

この災害は、半島の道路ネットワークの課題
も浮き彫りにした。半島の外浦（日本海に面し
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出所：石川県ホームページ
左上：のと里山海道（横田 IC〜徳田大津 JCT）    右上：輪島市内

中央：輪島市内（火災現場）
左下：珠洲市内　右下：能登町内
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た沿岸部）を中心に大規模な崩落が発生し、道
路の寸断により 24 地区以上が孤立する事態と
なった。主要道路では、能登半島と県庁所在
地である金沢市を結ぶ「のと里山海道（のとさと
やまかいどう）」の通行止めにより、支援車両等
の大規模渋滞が発生。さらに能登半島を縦断す
る「能越自動車道」も通行止めとなったが、これ
以外に規格の高い道路がないため、効率的な支
援活動ができる大型車輌の使用が困難な状況に

陥った。これらの状況は救援隊の進入や被災地
へのアクセスを困難にし、災害復旧の遅れを招
いた。

災害による死者は、災害関連死を含め 515 人
（2025 年 1 月 15 日時点）に達しており、いま
なお被害は続いている。

なお、2011 年から 2024 年までに発生した
震度 6 以上の地震については、図 4 に示した。

2011 年から 2024年までに発生した震度６以上の地震

図 4：出所：気象庁（「震度データベース」を基に当社作成）
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３．今後想定される大規模災害　
3.1　不安定さを増す日本列島
「東北地方太平洋沖地震」など前述した地震は

いずれも突然発生するのではなく、前震活動や
GNSS（全球測位衛星システム）による地殻変動
など、前兆現象が多く確認されていることはよ
く知られている。また、海溝型地震の発生前は、
内陸型地震の発生頻度が高くなる傾向があるこ
とも研究で判明している。

これまで発生した地震は、気象庁の「震度デー
タベース検索」で確認することができる。この
データベースでは、過去に震度 1 以上を観測し
た地震を、都道府県別・観測点別に検索が可能
である。

東日本大震災が発生した 2011 年から昨年
（2024 年）までに発生した「震度 6 以上」の地震
を調べると、実に大型の地震が 35 回（東日本大
震災含む）も発生していることがわかる。その

うち、「震度 6 強以上」は 15 回であった。（前頁
図 4）

同じ期間の「震度 5 以上」の発生回数は 247
回を数え（図 5）、2024 年の 1 年間だけで 28
回を観測している。前年（2023 年）の 8 回と比
較すると、地震発生が大幅に増加していること
がわかる。

直近の発生増加の主な要因は「能登半島地震」
とその余震によるものだが、長期的観測でも年々
増加している。特に「東北地方太平洋沖地震」は、
日本列島を最大約 5.3m、東南東方向に水平移動
させたこともあり、日本列島全体が非常に不安
定な状況に突入したことがわかる。（5）

さらに、今後特に懸念されるのが、駿河湾か
ら日向灘沖にかけてのプレート境界を震源域と
して、過去に定期的に大規模な被害をもたらし
ている「南海トラフ巨大地震」の脅威である。

図 5：東日本大震災から 2024年までの震度５以上の地震発生回数（出所：気象庁震度データベース検索）
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3.2　南海トラフ巨大地震の脅威
南海トラフは、駿河湾から日向灘沖までの区

域で、ユーラシアプレートの下に、フィリピン
海プレートが年間数 cm の割合で沈み込んでい
る場所である。この場所ではユーラシアプレー
トが地下に引きずり込まれ、ひずみが蓄積され
ていく。そのひずみが限界に達し、プレートが
跳ね上がることで発生するのが南海トラフ地震
である。

この区域では一定の期間を空けて、繰り返し
地震が発生する。その周期は、過去 1,400 年間
で約 100 〜 200 年間隔としている。また、こ
の地震は時間をあけず、複数の領域で連続して
発生する「連動性」があることも判明している。

「南海トラフ地震」は、南海トラフを震源とする
地震であるが、発生する場所によって、以下の
ような呼び名が使用される。

・南海地震：
　四国地方〜紀伊半島を震源とする南海トラフ地震
・東南海地震：
　紀伊半島沖〜遠州灘を震源とする南海トラフ地震
・東海地震：
　駿河湾から静岡県の内陸部を震源とする南海トラフ地震

1944 年に「昭和東南海地震（マグニチュード
7.9）」、その 2 年後（1946 年）に「昭和南海地震

（マグニチュード 8.0）」が発生し、現在約 80 年
が経過している。特に懸念されているのは東海
地震である。南海地震、東南海地震が約 100 年
の周期を維持しているのに対し、東海地方では
1854年の「安政東海地震（マグニチュード8.4）」
を最後に 170 年が経過しており、より大きな
ひずみが蓄積されていると考えられている。次
に起きる地震は、東海地震、東南海地震、南海
地震の震源域がほぼ同時に動く「三連動」が想定
されている。2 回分の地震エネルギーが蓄積さ
れた東海地震が加わることで、地震の規模は「東
日本大震災以上」と推定されている。それが「南
海トラフ巨大地震」である。

内閣府の「南海トラフ巨大地震の被害想定（第

一次報告）」（６）　によれば、南海トラフ巨大地震
の被害想定は、最悪のケースでは、想定最大死
者数が約 32 万 3 千人（冬・深夜・風速 8m/s）、
建物の全壊が約 238.6 万棟（冬・夕方・風速
8m/s）としている。この想定は 2012 年時点の
ものである。その後、建物の耐震化や津波の避
難施設の整備が進む一方、熊本地震や能登半島
地震等で、避難生活などで体調を崩し亡くなる

「災害関連死」が増加していることなどから、国
は 2025 年 3 月末を目処に、新たな被害想定を
公表するとしている。

南海トラフでマグニチュード 8 〜 9 クラスの
巨大地震が発生する確率については、2025 年
1 月 15 日に地震調査委員会が、「今後 30 年以
内」の発生確率を 70 〜 80％から「80％程度」に
引き上げた。（７）　大規模地震の発生確率は時間の
経過と共に上がっている。

一方で、「30 年以内での発生確率は 80％程度」
という表現は、一般市民には伝わりづらく、行
動変容に繋がらないと否定的な意見もある。京
都大学名誉教授の鎌田浩毅氏は、南海トラフ巨
大地震の発生時期を「2035 年プラスマイナス
5 年」として、2030 年から 2040 年の 10 年間
に起きると警戒を呼びかけている。過去の地震
データや高知県の室津港で観測された地盤の隆
起量などから発生時期を導いており、国や自治
体にできることは限界があるため、市民一人一
人が自分の身を守るための準備を「今のうち」か
ら始めることが重要であると強調する。

3.3　想定される沖縄県の被害
3.3.1　直接的想定被害

沖縄県は南海トラフ巨大地震の震源域から地
理的に離れているため、地震動そのものの影響
は相対的に小さく、地震発生による最大震度は
3 〜 4 程度と想定されている。そのため建物の
倒壊や、人命に大きな危険を及ぼすことは少な
いと言われている。

一方で、地理的に連続している琉球海溝が、
南海トラフ巨大地震の影響を全く受けないとい
うことは考えにくく、連動する可能性があるこ
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2022 年 3 月に地震調査研究推進本部が公表
した南西諸島や日向灘周辺における海溝型地震
の長期評価（第 2 版）（９） では、これまで巨大地
震の発生可能性は低いとしていた南西諸島や与
那国島について、今後 30 年以内にマグニチュー
ド 7.0 〜 7.5 程度の地震が起きる確率を「与那
国島周辺で 90％程度以上」、「南西諸島北西沖
で 60％程度」と評価している。

沖縄県では、近年大規模災害がなかったため
危機感が薄れているが、過去（1771 年 4 月 24
日）には石垣島近海でマグニチュード 7.4 の地
震が発生している。この地震では巨大津波が発

生し、約 12,000 人が犠牲となっている。津波
の原因は定かではないが、琉球海溝の海溝軸付
近で発生したプレート間地震の可能性が高いと
見られている。（10）（11）

「固着域発見」から 6 年以上が経過しており、
その間にもひずみは着実に蓄積していると考え
られる。沖縄県周辺では、2020 年から 5 年間
で震度 1 以上の地震が 464 回（図 7）、2024 年
の 1 年間では 54 回観測されている。これらの
地震活動もひずみの蓄積に影響を与えている可
能性はある。

とも複数の専門家に指摘されている。
琉球海溝は、南西諸島の東方に分布している

フィリピン海プレート西縁に位置する海溝で、
「南西諸島海溝」とも呼ばれる。この付近は、南
海トラフ同様、ユーラシアプレートの下にフィ
リピン海プレートが沈み込んでいる。琉球海溝
に関する地震や津波のメカニズムについては、
科学的データが不足し、政府による海溝型地震
の長期評価も行われていないため不明なことも
多い。

これまでの研究では、琉球海溝は「プレート
間カップリングが弱い」と見られ、海溝型の地
震は起きにくいとの見解が一般的であった。「プ
レート間カップリング」とは、前述した「カップ
リング領域」のことで、大陸プレートと海洋プ

レートが接触している境界面で、どれだけ強く
「固着」しているかを表すものである。

しかし、2018 年 7 月に名古屋大学大学院環
境学研究科の田所敬一准教授、琉球大学理学部
の中村衛教授、静岡大学防災総合センターの安
藤雅孝客員教授ら研究グループは、約 10 年間
の海底地殻変動の調査で、沖縄本島南方沖の
琉球海溝沿いに「長さ 130km× 幅 20 〜 30km

（最大幅 60km）にわたるプレート間の固着域を
発見し、陸側のプレートが引きずり込まれてい
ることを確認した」と発表した。（８）　観測点の制
約からこの固着域がどこまで広がっているかは
不明であるが、この発見により琉球海溝周辺で
も大地震が発生する可能性があることが判明し
た。（図 6）

海底地殻変動観測から明らかになった沖縄本島南方沖のプレート
間固着域。赤で濃く塗ったところは確実に固着域がある領域で、
薄く塗ったところは固着している可能性がある領域。黒の点線で
囲んだ場所は▽印が海底地殻変動観測点で、矢印は沖縄本島に対
する動きを示している。 

プレス発表資料 平成30年8月1日

北西−南東方向の深さ断面図。①フィリピン海プレートが沈み込むことで、②
固着域のところでは陸側のプレートが引きずられ、結果として③海底局設置場
所の海底が沖縄本島方向に動く。観測されるのは③の動きであり、これを分析
することで固着域の場所と固着の強さ（くっつき具合）が分かる。なお、今回
の研究で明らかになった固着域（図２参照）の場所を本図に示した。

図 6：沖縄本島南方沖の固着域（出所：名古屋大学・琉球大学・静岡大学プレス発表資料から抜粋）
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さらに、2024 年 4 月 3 日に台湾花蓮県東方
の沖合でマグニチュード 7.7（気象庁）の大地
震が発生し、同年 8 月 8 日には日向灘沖（宮崎
県の東南東 30km 付近）でマグニチュード 7.1
の地震が発生した。この２つの地震は琉球海溝
を挟む形で発生しており、プレート境界の応力

（外力によって物体内部に生じる力）状態が変化
した可能性も否定できない。なお、8 月 8 日の
日向灘地震では、気象庁が「南海トラフ地震臨
時情報（巨大地震注意）」を発表した。2019 年 5
月 31 日に南海トラフ地震に関連する情報の運
用開始後、初めてのことであり、南海トラフ地
震の想定震源域では、新たな大規模地震が発生
する可能性が、平常時と比べて相対的に高まっ
ているのがわかる。

南海トラフ巨大地震の発生による、沖縄県の

最大の懸念事項は津波である。
沖縄気象台によれば、震源地が沖縄県に近い

場所でマグニチュード 9 の地震が発生すると、
本島北部に 3 〜 5m の津波が約 50 分で到達す
ると予想されている。

内閣府は、沖縄県内の 16 市町村を「南海トラ
フ地震対策推進地域」に指定しており、海岸線
から 1km 圏内の低地が広範囲で浸水する可能
性を指摘している。（図 8）

しかし、近年の津波災害をみると、河口から
川を遡上する「河川津波」によって内陸部まで被
害が及ぶ恐れがある。「河川津波」は陸上に比べ
早い速度で進むことから、海岸から離れた場所
で思わぬ被害を及ぼす。沖縄県は島嶼地域であ
るため全域での警戒が必要である。

図 7：2020年〜 2024年までの震度 1以上の地震発生回数（出所：気象庁「震度データベース検索」）

沖縄県_南海トラフ地震防災対策推進地域

名護市
糸満市
豊見城市
うるま市
宮古島市
南城市
国頭村
東村

与那原町
渡嘉敷村
座間味村
南大東村
北大東村
伊平屋村
八重瀬町
多良間村

16市町村
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※内閣府は、沖縄県の上記16市町村を「防災対策推進地域」と指定しているが、指定された地域だけが危険
だということではない。指定地域以外でも危険性はあるため防災対策は必要である。

図 8：沖縄県の南海トラフ地震防災対策推進地域（当社作成）
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3.3.2　間接的想定被害
南海トラフ巨大地震発生による間接的被害

は、多岐に亘ることが想定されている。
物流やサプライチェーンは大きな混乱が想定

される。中部地方から九州地方の広い範囲の港
湾機能が停止する恐れがあり、食料品や生活必
需品、医薬品、燃料などあらゆる物資の供給が
2 週間以上途絶えるリスクがある。また、那覇
空港や港湾施設などインフラ被害も想定される
ため、物資の供給が遅れるだけでなく、本土や
離島への移動が制限される。観光産業への影響
は深刻で、入域観光客数の減少はコロナ禍を超
え、その影響は長期間にわたる恐れがある。サ
プライチェーンの寸断や観光客の減少などは県
経済に大きな損害を与え、企業倒産も増加する
ことが想定される。

さらに、災害は本州で甚大な被害を及ぼすた
め、災害支援はそちらが優先され、沖縄県への
支援体制に大きな影響が出ることが想定され
る。その結果、災害の長期化を招き、災害関連
死の増加等が懸念される。

４．沖縄県の防災体制の課題
沖縄県では、2024 年 11 月に北部地域で発

生した豪雨が、広域にわたり多くの被害をもた
らした。

大規模災害の発生が懸念され、全国的に東日
本大震災の教訓を活かした防災体制の強化が進
められている中、沖縄県の北部豪雨災害の初動
対応は、被害の拡大を招きかねない多くの課題
を浮き彫りにした。

　ここでは、当時の状況を振り返り、そこで
見えた防災体制の課題について考察する。

なお、沖縄県防災危機管理課によれば、今般
の県の災害対応を振り返り、現在は専門家のア
ドバイスを受け、課題解決に向けた体制強化を
検討しているとのことである。

4.1　状況
2024 年 11 月 9 日未明、沖縄本島北部から

鹿児島県与論町にかけて断続的に線状降水帯が
発生した。沖縄気象台は同日 0 時からの 3 時間
で、名護市、国頭村、東村、大宜味村の 4 市村
にわたり、計 12 回の「記録的短時間大雨情報」
を発表した。さらに、翌 10 日早朝にも計 6 回、
合計 18 回の同情報を発表。特に東村では観測
史上最大となる 1 時間あたり 101.5mm、24
時間で 486.5mm の降水量を記録した。

記録的な豪雨により、県内各地では多くの被
害が発生。本島北部地域では土砂崩れや河川の
氾濫が起こり、一部の民家では 1 階の天井近く
まで濁流が押し寄せた。大宜味村では、浄水場
のろ過池が浸水し、広範囲で断水が発生。また、
県道 14 号では倒木や道路陥没により、名護市源
河から東村有銘までの約 8km で全面通行止めと
なるなど、インフラにも深刻な影響が及んだ。

11 日には一旦雨がおさまり、孤立していた
広域基幹林道大国線（通称、大国林道）沿いの民
宿では、宿泊客や従業員 5 人が無事に救助され
た。浸水被害を受けた住民たちは、家具や家電
などを運び出して村が設置した災害廃棄物置場
に搬送するなど、復旧作業に追われる様子が見
られた。

居住地域では、国頭村比地（ひじ）区、東村有
銘（あるめ）区の被害が顕著であった。

比地区では、2 回にわたって比地川が氾濫し
た。１回目は 9 日午前 0 時過ぎ。すでに就寝中
であった比地区長のもとに、同じ地区に住む姉
から河川が氾濫しているとの連絡があった。外
を確認するとすでに膝近くまで浸水しており、
急いで防災行政無線を通じて住民に避難を呼び
かけた。防災スピーカーから流れる避難指示で
起きた住民は、すぐに避難行動を起こした。地
区には高齢者が多いため、住民同士が協力して
住宅をまわり、安全な場所への避難を呼びかけ
た。この段階では一部床下浸水に止まっていた
が、翌 10 日午前 5 時頃に再度河川が氾濫。2
回目の氾濫では、成人男性の胸元近くまで水位
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が上昇。歩いて逃げるのはすでに困難であり、
濁流の中を泳いで逃げる住民もいた。高台への
避難が遅れた住民は近隣住宅の 2 階などに避難
し、住民全員が身の安全を確保した。

沖縄県では、沖縄県北部土木事務所が 11 月
8 日 20 時 54 分に「北部地方災害対策本部」を
設置し、11 月 11 日 09 時 10 分に県庁内に「沖
縄県災害対策本部」を設置した。被害状況の把

握や情報共有、問い合わせ窓口の一元化を目的
として、11 月 15 日に県職員（防災危機管理課）
を「連絡調整員（リエゾン）」として北部 3 村に派
遣した。各村のニーズを聴取し、11 月 19 日か
らはそれぞれの村に 2 〜 3 名程度の県職員を配
置して、被害情報の収集や県の防災情報システ
ムへのデータ入力などの支援活動を行なった。

（12）

国頭村比地区 比地川２回目の氾濫状況（提供：hiji_net 比地区復興支援プロジェクト）

国頭村比地区 土砂崩れ状況（提供：Okinawa Drone Lab）
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今回の豪雨災害では、幸い人的被害はなかっ
たと報告されている。定期的な防災訓練を行わ
ず、住民すべてが避難できたのは非常に幸運
だったと言える。大きな被害を受けた比地区で
は、地域コミュニティの結束によって、自発的
な避難活動が行えたことが幸いした。特に、比

地区に住む村役場職員の動きが顕著であった。
当該職員は防災担当ではないが、災害医療や外
国人支援サポーターなどの講習に参加してお
り、日頃から防災に関する関心が高かった。ま
た、地域の「要配慮者リスト（※要配慮者とは、
高齢者や障がい者など災害時に支援が必要な

沖縄県防災危機管理課の発表によると、
2024 年 12 月 13 日時点での県内全域での被
害は以下のとおり。住家被害は「床上浸水 80 件」

「床下浸水 74 件」「半壊 1 件」「一部破損 1 件」、
住宅以外の建物被害が２件（大宜味村津波浄水
場と東村民間事業所）、車両被害が 28 台、土砂
崩れが 9 件、道路破損等が 25 件発生。一部地
域では現在も住民が避難生活を続けている。（13）

北部地域の災害に対して、内閣府沖縄総合事
務局は 11 月 9 日から 11 月 15 日の間、県内
で初めて緊急災害対策派遣隊 TEC-FORCE を管
内派遣し、災害復旧を支援した。TEC-FORCE

（Technical Emergency Control Force）は、国
土交通省に設置された組織で、大規模自然災害
における被災自治体への技術的支援を目的とし
ている。（14）　今回の災害では、国頭村比地区に流
入した土砂の撤去作業として、側溝清掃車や排
水管清掃車による支援が行われた。また、大宜
味村では給水機能付き散水車を活用した給水支
援が実施された。さらに、九州地方整備局との
連携により、防災ヘリコプターを活用して沖縄
本島北部と鹿児島県与論島の上空調査が行われ
た。（図 9）

図 9：TEC-FORCE主な活動状況（出所：内閣府沖縄総合事務局）
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人）」の作成にも関わっていたことから、短時間
で地区内の要配慮者を避難させることができ
た。この事例は、必ずしも他の地域で同様なこ
とができるとは限らない。高齢化が進み、要配
慮者が増える地域では、迅速に避難ができない
可能性がある。また、豪雨の際には防災行政無
線が聞きとりにくく、住民が状況を把握できな
いケースもある。さらに、土砂崩れによる道路
の寸断は、救助活動にも支障を及ぼす恐れがあ
る。

今回の災害でも、土砂崩れによる道路寸断が
発生している。国頭地区行政事務組合消防本部
では非常呼集をかけたものの、河川の氾濫で足
止めされ、招集に応じられない非番の消防職員
がいたという報告もある。仮に住民の就寝中に
河川が氾濫し、周囲に声をかける余裕もなく避
難が遅れていたとしたら、多くの人々が濁流に
飲み込まれていた可能性は十分にある。

4.2　防災体制の課題
4.2.1　初動対応の意思決定の課題

北部豪雨災害における災害対応では、県の初
動対応の遅れが見られた。
「災害対策基本法」では、当該都道府県（または

市町村）の住民の生命、身体及び財産を災害か
ら保護するのが都道府県、市町村の責務である

（同法第 4 条、第 5 条）ことから、「災害対策本部」
の設置については、災害の「発生」だけでなく、
災害が「発生するおそれがある」場合も認めてい
る（同法第 23 条）。（15）

災害発生時は、被害を最小限に抑えるため指
揮系統の構築が必要になる。災害現場は刻一
刻と変化するため早期に「災害対策本部」を設置
し、迅速に情報を収集し、それぞれの現場がバ
ラバラな動きをしないよう情報共有をし、系統
立てて動く必要がある。

県が「災害対策本部」を設置したのは、災害発
生から 2 日後の 11 月 11 日午前であった。

11月8日19時50分には「災害対策準備体制」
に入り、その間、被害が発生している自治体の

職員や沖縄県消防指令センターなどから情報収
集を行うも、指揮系統の構築は大幅に遅れてい
る。

初動対応の遅れは「災害救助法」の適用が困難
になる事態も招いた。（16）　災害救助法の適用は、
災害の発生中に「災害対策本部」が設置され、県
知事が国と協議することで適用される。

適用条件には「一定数以上の全壊家屋がある
こと」とあるが、被害状況が不明な段階でも、
多くの人命が危険にさらされる可能性があると
知事が判断した場合は、災害発生中でも適用さ
れることがある。そのため、国との早めの協議
が必要になる。同法が適用されると、対象市町
村において、家屋の応急修理や食品の提供など
にかかった費用を国や都道府県が負担する仕組
みが整う。

同法の適用については、2023 年 8 月に国か
ら全国都道府県に対し、「災害発生中でも災害
救助法を積極的に適用させるように」との通知
もなされており、北部地域と同様に線状降水帯
による被害を受けた鹿児島県与論町では、県が
災害発生中に速やかに国と協議し、11 月 8 日
に同法が適用された。（17）

初動対応の遅れは、大規模災害では致命的に
なりかねない。県に限らず、非常時には首長が
リーダーシップを発揮し、迅速に災害対応を行
なうことが求められる。

4.2.2　防災体制を支えるシステム運用の課題
県の災害対策本部設置が遅れた要因のひとつ

に、権限者の意思決定支援や災害対応関係部署
を一体的に繋ぐシステムの運用がないことが挙
げられる。

災害対応関係者の連絡手段は、主に１対１の
個別対応で、「電話（架電）」やファックスであ
り、グループチャットなどの連絡手段（※一部、
自治体専用ビジネスチャットの使用はある）や、
災害状況の画像や動画などをリアルタイムに共
有する運用などがなされていない。さらに、設
置される災害対策本部内での情報共有も、口頭
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このシステムは、県内 41 市町村と消防に ID
が付与され、一部の機能を除き利用が可能であ
る。インターネット環境があれば庁舎内外を問
わず利用が可能で、浸水や道路寸断等で出勤が
困難な職員でも、避難指示や避難所情報等を住
民に向けて発信することができる。また職員は

スマートフォンやタブレットを活用し、被災状
況の写真や動画を当該システムへアップロード
することで、被災地の状況を迅速に共有できる
機能を実装している。情報は時系列で管理され
るため、災害対策本部での意思決定を支援する
ツールとしての役割が期待できる。しかし、北

伝達や手書きメモなどの紙媒体、白地図やホワ
イトボードへの書き込みなど、情報やデータが
分散しているのが一般的である。

災害対応時には、分散している様々な情報を
一元的または一体的に集約し、多角的に状況を
把握する必要がある。災害情報の共有や連携に
おいては、関係者全員が「集約された情報」をそ
れぞれの災害活動に役立てられることが極めて
重要であり、刻一刻と変化する状況を正確に把
握し、災害リスクを正しく認識する環境の整備
が求められる。そのような環境がなければ、発
生する事象ごとに個別対応することになり、結

果として対応が後手に回るなど災害対応者を疲
弊させる。

沖縄県では、全国の都道府県同様、防災に係
る各種システムが導入されている。2021 年度
には新たに「総合防災情報システム」を導入し、
2022 年 4 月から運用を開始している。（図 10）
「防災情報システム」とは、災害発生時に災害

対応機関が、被害状況や対応状況など必要な情
報を、インターネット等を用いて共有するシス
テムをいう。沖縄県が提供する防災情報ポータ
ルサイト「ハイサイ！防災で〜びる」は当該シス
テムで管理している。

沖縄県総合防災情報システム

図 10：沖縄県総合防災情報システム（提供：沖縄県防災危機管理課）
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部豪雨災害ではこのシステムは有効に活用され
ていない。その理由として、主に以下 3 点が挙
げられる。

1 点目は、災害状況等の入力（報告）に留まっ
ており、災害活動を支援する運用になっていな
いことである。災害現場では、自治体職員が問
い合わせ対応や避難所設置など、多くの災害対
応に追われている。そのため、災害状況の「報告」
のみを求めるシステムであれば、当然に入力は
後回しになる。それを裏付けるように、県のポー
タルサイトに掲載されている「令和 6 年 11 月 8
日大雨・洪水警報被害状況（令和 6 年 12 月 13
日）」には、発災後に派遣した県職員自らが「被
害情報の収集と防災情報システムへの入力など
支援した」と記載があり、リアルタイムで災害
活動を支援する運用になっていないことがわか
る。

2 点目は、システムの機能把握不足である。
国頭村比地区では河川が 2 度氾濫しており、

役場職員は、被災している住民から連携された
写真や動画で比地区の状況を確認しているが、
そのデータは当該システムで県に連携されてい
ない。後日確認したところ、担当者はこの機能
を把握していなかった。

また、当該システムはスペクティなど外部
サービスと連携している。スペクティ（代表取
締役 CEO　村上建治郎）は、「能登半島地震」な
ど、SNS を通じて発せられた一連の地震に関す
る投稿で各地の状況を分析し、速報で伝え話題
となったベンチャー企業である。スペクティで
は AI 等を活用して情報の真偽を判定する技術に
加え、チームで SNS 投稿の真偽を確認するファ
クトチェックの体制を敷いており、SNS に飛び
交う投稿から正確な情報を自治体や関係機関に
提供している。このサービスを使えば、11 月 9
日以降に SNS 上で頻出した沖縄県北部地域の災
害情報を、いち早く確認できたと思われる。

県では年に１度、オンラインで担当者向けに
研修を実施しているのみであり、複数の自治体
職員にヒアリングしたところ、理解はバラバラ

であった。災害は頻繁に起こるものではないた
め、年に１回の座学だけでは不十分と思われる。
動画マニュアルの作成など、常に操作内容等を
確認できる教育環境の整備なども必要である。

3 点目は、システムの利用環境の問題である。
これは自治体のデジタル化が進まない背景で

もある。低速なネットワーク回線ではオンライ
ン会議やデータの送受信にも時間がかかり、迅
速な意思決定が阻害される要因になる。さらに、
使用しているパソコンや周辺機器の性能不足に
より、最新のアプリケーションや AI ツールの
導入・運用が困難になる。このような環境整備
の遅れは、職員の作業効率を著しく低下させ、
ひいては市民サービスの向上や業務プロセスの
効率化を妨げる。

4.2.3　従来型災害訓練の課題
県では、これまで実践的な災害訓練を実施し

ているが、従来型の災害訓練に留まっており、
デジタル技術を十分に活用していない。現在の
災害訓練では、GIS（地理空間情報システム）や
災害アプリ等を活用せず、紙媒体のリストや作
業確認書、人的指示などに依存しているため、
大規模災害への対応には限界がある。また、今
般のように機能を装備した新たなシステムを導
入しても、訓練のシナリオに組み込まず、実際
に災害発生時に活用できなければ本末転倒であ
る。

沖縄県は、東西約 1,000km、南北約 400km
に及ぶ海域に市町村が点在する広大な海洋島嶼
圏である。離島間の連携や情報共有は常に課題
である。台風や豪雨による災害の激甚化や大規
模災害のリスクが高まる中、情報伝達の遅延や
手作業による対応だけでは、迅速な災害対応が
困難になる。加えて、急速な高齢化や生産年齢
人口の減少は、要配慮者が増える一方で、災害
対応の担い手が不足するという新たな問題も発
生する。こうした状況を踏まえると、デジタル
技術を活用した防災体制の構築と、それに基づ
いた訓練が急務である。
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4.2.4　地域のデータ整備の課題
比地川氾濫による災害は、土砂を除去する浚

渫（しゅんせつ）工事が行われていなかったこと
が、被害拡大の一因と見られている。（18）（19）

一方で、河川の水位をモニタリングする体制
が構築されていないのも大きな課題である。沖
縄県が管理する二級河川は、51 水系 75 河川

（2024 年 1 月時点）ある。頻出する豪雨等によ
り、これまで氾濫を想定していない河川でも災
害が発生する可能性はある。今回のように管理
下にある河川の状況が「見えない」のは、災害が
発生しないと対応できない状況にあることを指
す。

全ての河川の異常を人手で確認していくこと
は限界がある。監視カメラやリモートセンシン
グ技術を活用し、平時の管理業務の段階から、

地域データのフェーズフリー活用として、近
年は点群データの活用が注目されている。「点
群データ」とは、3 次元空間内の多数の点の集合
で表現されるデータ形式である。それぞれの点
は、X（水平方向）、Y（垂直方向）、Z（奥行き）
座標で位置が定義され、色情報等を持つ。点群
データは、建築・土木、都市計画、文化財保護、
森林管理、自動運転技術などあらゆるシーンで
活用されている。

防災分野での活用では、災害発生前後の点群

県内全域を一体的に管理する体制構築が必要で
ある。それには日常業務で使用しているものを
災害時にも使う「フェーズフリー」の観点で構築
するのが望ましい。継続して取得された水位や
潮位データ等は、地形や地質に関するデータ、
気象関連データなどと組み合わせて分析するこ
とで、災害発生前の避難に活用するなど予防的
な防災体制の構築が期待できる。また、これら
のデータは都市計画や観光分野での活用も期待
できる。

地域データの整備は全国でも進められてい
る。香川県高松市では、「スマートシティたか
まつ」の取り組みの一環で、2017 年度から水位
や潮位、冠水状況などのリアルタイムデータを
収集・可視化しており、災害発生時を想定して
平時からデータ活用が行われている（図 11）。

データを比較することで、被害範囲や規模を短
時間で把握可能になり、救助活動や復旧作業の
効率化などに活かされる。また、土砂災害、洪水、
津波リスクを詳細に分析し、危険箇所や避難経
路を事前に特定するなど、減災対策等に活用さ
れている。

静岡県、東京都、長野県、福島県、和歌山県、
兵庫県、広島県、長崎県など 18 都道府県では、
地域の点群データが「デジタル公共財」として
オープンデータ化されている。（20）

図 11：「スマートシティたかまつ」でのデータ収集・利活用（出所：高松市）
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５．沖縄県のスマート防災ネットワークの構築
に向けて
5.1　東日本大震災の教訓

東日本大震災は、日本の災害史上極めて重要
な出来事であり、従来の防災対策の限界を明ら
かにし、災害に対する新たな考え方の必要性を
示した。それまでの防災対策は、文字通り「災
害を防ぐ」ことに重点が置かれていた。しかし
東日本大震災以降は、災害を完全に防ぐこと
は「不可能」という認識のもと、被害を最小限に
抑える「減災」の考え方が重視されるようになっ
た。また「想定外」をなくす努力が求められ、よ
り広範囲な災害シナリオを想定するようになっ
た。（21）

「想定外をなくす努力」とは、「最悪の事態を想
定する」ことから始まる。防災体制や災害訓練
は、「最悪の事態」を想定して構築・実施しなけ
れば、実際の災害では何ら役に立たない。

東日本大震災が起きた 2011 年には技術的
に不可能であった防災対策が、2025 年にはデ
ジタル技術の進歩により現実のものとなってい
る。特に、IoT、通信技術、AI、ドローンやロボティ
クスなどの革新により、より迅速かつ的確な災
害対応を可能にしていくと考えられる。

沖縄においても、これらの技術を最大限活用
し、スマートな防災ネットワークの構築を進め
ることが求められる。その実現には、災害分野
における豊富な知見と技術力を持つ多様な立場
の人々が協力し、新たな価値を創造する共創領
域での連携が不可欠である。

5.2　戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP）

南海トラフ巨大地震などの大規模災害に備え
て、国はすでに取り組みを強化している。そ
のひとつが、2014 年に開始した「戦略的イノ
ベーション創造プログラム（以下、SIP）」である。
SIP は、日本の科学技術イノベーションを実現
するために創設された国家プロジェクトであ
る。（22）

「総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）」
が司令塔機能を発揮し、社会的に重要な課題を
選定し、府省・分野の枠を超えた横断的な取り
組みを推進している。その取り組みは、基礎研
究から実用化・事業化までを見据えた一気通貫
の研究開発を行なっていることが特徴である。

SIP においても、防災分野は国家的重要な領
域として位置付けられており、プロジェクト開
始の 1 期目から、主要課題に取り上げられてい
る。SIP の活動は多岐にわたるが、ここでは、
SIP の「防災分野」の取り組みを、便宜上「SIP 防
災」と呼ぶ。

SIP 防災は、現在第 3 期を迎えている。2014
年度〜 2018 年度の第 1 期は「レジリエントな
防災・減災機能の強化」、2018 年度〜 2022 年
度の第２期は「国家レジリエンス（防災・減災）の
強化」、2023 年度〜 2027 年度の第 3 期では

「スマート防災ネットワークの構築」として、防
災に関する各課題に継続的に取り組んでいる。
第 3 期「スマート防災ネットワークの構築」は、
Society5.0 に示される現実空間とサイバー空間
を高度に融合させ、先端 ICT や AI を活用して
災害対応力を強化することを目指すプロジェク
トである。
「巨大地震や頻発・激甚化する風水害に対し、

社会全体の被害軽減や早期復興の実現を目指
す」ことを目的とし、サブ課題を設定して「災害
情報の収集・把握の高度化」と「情報分析結果に
基づく災害対応力の強化」について研究・開発
を進めている。

サブ課題とは、スマート防災ネットワークを
構築する上で設定された主要な研究領域をさ
す。具体的には、「サブ課題 A：災害情報の広域
かつ瞬時把握・共有」「サブ課題 B：リスク情報
による防災行動の促進」「サブ課題 C：災害実
動機関における組織横断の情報共有・活用」「サ
ブ課題 D：流域内の貯留機能を最大限活用した
被害軽減の実現」「サブ課題 E：防災デジタルツ
インの構築」の 5 つであり、それぞれ特定の防
災・減災に関する課題にフォーカスしている。
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「サブ課題 E」はさらに「E-1-1：防災デジタルツ
イン自動作成による災害シミュレーション自動
実行システムの構築」、「E-1-2：津波災害デジ
タルツインの構築とスマート・レジリエンスの
実現」に区分される。「防災デジタルツインの構
築」という共通の目標を持ちながら、前者（E-1-
1）がより広範な災害に対応する汎用的なシステ
ム開発を目指すのに対し、後者（E-1-2）は津波
災害に特化している。「デジタルツイン」とは、
現実空間をデジタル空間に「双子（ツイン）」のよ

うに再現し、解析やシミュレーションを行って、
その結果を現実空間にフィードバックする仕組
みをいう。

各サブ課題にはそれぞれ研究開発責任者が任
命され、具体的な研究開発に基づいて取り組み
が進められている。これらのサブ課題を通じて、
SIP では日本の防災・減災能力の向上を目指し、
最新技術を活用した取り組みを行なっている

（図 12）。

5.3　防災科研の取り組み
SIP 防災で、注目されている取り組みのひと

つが「SIP4D（エス・アイ・ピー・フォー・ディ）」
である。正式名称は「基盤的防災情報流通ネッ
ト ワ ー ク（Shared Information Platform for 
Disaster Management）」。（23）　災害対応に必要
な情報を多様な情報源から収集し、利用しやす
い形式に変換して配信する機能を持ち、組織を
超えた防災情報の相互流通を担う基盤的ネット
ワークである（図 13）。

これまで災害現場で課題になっていた分散し
た災害情報を一元的に取り扱える「情報共有プ

ラットフォーム」としての役割が期待されてお
り、SIP「スマート防災ネットワークの構築」に
おいて大事な機能としての役割を果たしている
と言われている。

SIP4D は、2014 年に開発され、2015 年 9
月 10 日に茨城県常総市の「関東・東北豪雨」で
初めて活用された。その後、「熊本地震（2016
年 4 月）」「大阪府北部地震（2018 年 6 月）」「西
日本豪雨（2018 年 7 月）」「北海道胆振東部地
震（2018 年 9 月）」など実際の災害現場で改良
を重ねていった。

この基盤的ネットワークを開発したのが、

図 12：スマート防災ネットワークの構築 サブ課題（出所：防災科研 /SIP）
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SIP の中核的な役割を担っている「防災科研」で
あり、「株式会社日立製作所」と共同で研究・開
発を行った。

防災科研は、防災科学技術に関する基礎研究
や基礎的研究開発などの業務を総合的に行う災
害のプロフェッショナル集団である。先進的な

研究開発としては、「緊急地震速報」の開発・実
用化や、「高精度降雨観測レーダー」の開発など
があり、日本の防災・減災に関する科学技術の
発展に寄与している。SIP 第 3 期「スマート防災
ネットワークの構築」では、「サブ課題 A」及び「サ
ブ課題 C」を担当している。

図 13：SIP4Dイメージ（出所：防災科研）

防災科研は、SIP4D の開発・運営だけでなく、
災害発生時に現地の災害対策本部に研究員を派
遣し、情報を一元化する作業のサポートも行う。
具体的には、各組織が持つ災害情報を「SIP4D-
Xedge（クロスエッジ）」と呼ぶ入力システムで
SIP4D に一元化することで、災害対応関係者全
てが同じ情報を共有する。共有方法は、各組織
の災害情報システムがすでに SIP4D につながっ
ている場合は当該システムへ、つながっていな
い場合は「災害対応機関限定情報共有ウェブサ
イト（以下、ISUT-SITE）」にて行う。

現地の災害対策本部には、ISUT（アイサッ
ト）としても参加している。「ISUT」とは、「災害

時情報集約支援チーム（Information Support 
Team）」の略称で、大規模災害発生時に被災地
へ派遣され、災害情報を一元的に集約する支援
チームである。メンバー構成は「内閣府防災担
当」「防災科研」「委託する民間企業（日立製作
所）」であり、2019 年から本格運用が始まって
いる。（24）

この役割は非常に重要である。災害対応の現
場では、極限状態の中で状況を迅速に把握し、
的確に判断して、意思決定や行動することが求
められる。そのための「情報」が不可欠であるが、
現地では情報が散財し、錯綜しているケースも
あり混乱を極めることが多い。そのような中で
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情報を取りまとめ、「共通状況認識」を作るには
技術が必要である。その役割を担うのが ISUT
である。「共通状況認識（Common Operational 
Picture）」とは、複数の組織がリアルタイムで同
じ情報を共有し、統一された認識を持つための

仕組みを指す。災害現場では、図 14 のように
複数の活動が同時並行的に発生するが、情報が
断片的だと対応の遅れやリソースの無駄遣いが
起き、迅速な災害対応を阻害する恐れがある。

防災科研の災害活動支援は、2024 年 1 月 1
日の「能登半島地震」でも行われた。（25）

震度 7 の地震が発生した午後 4 時から約 5 時
間後、防災科研のメンバーは当時東京にいた馳
石川県知事らと共に、陸上自衛隊の CH-47J 輸
送ヘリコプターに乗り、金沢駐屯地経由で石川
県庁に向かった。

石川県庁に到着したのは午後 11 時 25 分頃
であるが、翌日午前 8 時 30 分頃には、消防、
警察、自衛隊などの災害実動機関が持つ情報を
紙地図に集約し、それを防災科研メンバーが電
子地図に反映させ、ISUT-SITE（共有ウェブサ
イト）で統合した（図 15）。この対応は、現地に
ある情報をデジタル化し、情報をマッピングす
ることで、情報共有の迅速化を図り、意思決定
と災害活動を支援する。

ISUT-SITE に一元化された実動機関の情報は、

災害対応するすべての機関で利活用がなされ
た。

さらに、民間企業などの協力により、ドロー
ンで撮影した被災地域の画像をシステムに取り
込み、画像データ（オルソ画像）を ISUT-SITE で
各機関に共有することもできた。これは「即席
Google Map」とも呼べるものである。災害に
よって道路陥没や地割れなどが発生し、人によ
る情報収集作業が困難な場合は、ドローン活用
が有効である（図 16）。

このように、災害対応を迅速に行うためには、
災害対策本部のデジタル化は必須である。

現在は ISUT メンバーによるデジタル化の作
業が発生しているが、平時の業務からデジタル
化が進み、相互運用性が確保されたデータ連携
の環境が整備されれば、より迅速な情報連携が
可能になる。

図 14：南海トラフ地震における各活動の想定されるタイムライン（出所：中央防災会議幹事会）
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災害対策本部のデジタル化と共に、災害現場
のデジタル化も重要である。双方のデジタル化
を促進することで、災害現場の状況が迅速に対
策本部に連携されるだけでなく、連携された情
報を分析して、速やかに実動機関の情報支援に
繋げることがさらに重要である。そのため、災
害現場付近に設置される現地の合同調整所にお
いても、白地図やホワイトボードの活用を中心
にして情報を固定化するのではなく、データ活

用を中心とした対応に変えていく必要がある。
SIP 防災の中で開発された仕組みは、防災

科研、ISUT などが実際の災害現場で活用し、
フィードバックを受けて改善を繰り返している
ことで進化を続けている。このような取り組み
を防災体制に取り入れていくことが、沖縄県の
スマート防災ネットワークの構築につながると
考える。

図 15：能登半島地震対応の様子（提供：防災科研 /SIP）

図 16：ISUT-SITE利活用（提供：防災科研 /SIP）
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5.4　今後に向けた提言
ここまで見てきた通り、今後想定される大規

模災害に対応していくためには、進化するデジ
タル技術を活用し、すでに激甚災害に対応して
いる機関との連携によって沖縄県の防災体制を
強化していく必要がある。その実現のために、
以下の 3 点を提言する。

5.4.1　防災科研との連携による沖縄県防災体制
の強化

防災科研は、地震、津波、台風、豪雨、土砂
災害などに関する最先端の研究を行っており、
災害に関するエキスパート機関である。また、
日本の防災科学技術の中核的機関として最先端
の研究開発を行っており、SIP 第 3 期「スマー
ト防災ネットワークの構築」の研究推進機関で
もある。

沖縄県と防災科研が包括的協定を締結するな
ど、連携を通じて県内の防災体制のデジタル化
を促進することが望ましい。防災科研との連携
による効果は、以下の点が期待できる。

・先進的な防災技術の活用
防災科研は「SIP4D」の開発・研究機関である。

「SIP4D-Xedge」や「ISUT-SITE」など、災害関連
情報を他機関と共有し、迅速に災害対応するス
キームをすでに実践している。

・防災情報システムの高度化
沖縄県の「防災情報システム」は外部サービス

としてすでに「SIP4D」と連接している。
そのため、沖縄県の災害実動機関が前述した

「SIP4D-Xedge」を使うことになれば、より迅速
な連携が期待できる。また、2025 年末に内閣
府防災によってリリースが予定されている「新

総合防災情報システム（SOBO-WEB）」（26）　にも
協力しており、沖縄県の防災システムの全体最
適化に向けたアドバイスも期待できる。

・人材育成と知識の共有
県や基礎自治体の防災担当部署では、慢性的

な人員不足の課題がある。年々増加する業務量
の負担に加えて、定期的な人事異動のため防災
担当部署に専門知識のある職員が定着しない。
また、災害対応の経験が少ないことから、災害
対策本部の運営等についても不慣れなケースが
ある。（27）　こうした課題について、防災科研の豊
富な研究成果や専門知識は、職員の防災・災害
に関する知識不足等を補うことが期待できる。
また、防災教育や講義への講師派遣、さらには
地域の課題に即した研究テーマの設定や推進が
連携によって期待できる。

・産学官連携の強化
県を通して、県内の多様な機関との協力関係

が期待できる。特に、琉球大学や沖縄科学技術
大学大学院（OIST）など、互いの専門知識を共
有することで、より効果的な防災やフェーズフ
リーに係る研究が期待できる。さらに人材交流
の促進や、大規模な研究プロジェクトへの発展
なども期待できる。

5.4.2　沖縄県内防災訓練のデジタル化促進
沖縄県における北部豪雨災害では「総合防災

情報システム」の活用が十分に機能しなかった。
その要因の一つとして、実際の災害を想定し

た訓練にシステムが活用されていなかったこと
が挙げられる。防災に係るシステムが訓練で使
用されなければ、災害発生時にその有効性を検
証する機会がなく、適切な運用が困難になる。
今後、防災科研との連携が実現すれば、SIP の
中で進めている各種デジタル基盤の活用が期待
できるが、これらも訓練での活用が必要である。

また、防災情報システムがデジタル化されて
いても、その他の関連ツールがアナログのまま
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であれば基盤として弱く、作業工程が増えるこ
とでかえって災害対応者の負担は増す。災害対
策本部や実動機関の迅速な連携を実現するため
には、システムの運用訓練とともに、防災体制
そのもののデジタル化を推進することが不可欠
である。

さらに、市民向けの防災訓練も従来型の方法
に留まり、デジタル技術を十分に活用できてい
ない。近年、沖縄県では大規模災害の経験がな

く、平時の防災訓練では住民の危機感を高める
ことが難しい。一例として、県外の防災先進地
域では、地域の地理情報や「Project PLATEAU

（以下、プラトー）」を活用した実践的な防災訓
練が実施されている。プラトーは、国土交通省
が推進する 3D 都市モデルの整備・活用・オー
プン化プロジェクトであり、地域の構造物をデ
ジタル空間上で再現することが可能である（図
17）。

岡崎市（愛知県） さぬき市（香川県）

武雄市（佐賀県） 茂原市（千葉県）

図 17：全国で活用される 3D都市モデル（出所：PLATEAU）

 熊本県玉名市では、プラトーの 3D 都市モ
デルを活用して、水害発生時の避難シミュレー
ションを VR で体験できる防災訓練を実施して
いる（図18）。この訓練では、参加者の85％が「実
際に水害を体験しているような恐怖を感じた」
と回答しており、防災意識の向上に貢献してい
る。（28）

 また、巨大地震が 2030 年代に発生すると言
われる状況下では、総合防災訓練の定例実施が
必須だと考えるが、台風発生時やコロナ禍など
何らかの理由で開催できない場合でも、デジタ
ル空間を活用することで訓練の継続性を確保で

きる。3D 都市モデルの活用は、災害訓練に限
らず、防災に関するあらゆるシーンでの有効な
手段となっている。訓練時の防災アプリ等の活
用も有用である。

防災訓練の高度化を図るためにはシステムの
導入だけでなく、都市計画情報のデジタル化・
オープン化（29）　など地域のデータ整備が欠かせ
ない。避難所や避難場所情報等のオープンデー
タ化もそのひとつである。地域の情報をデジタ
ル化してはじめて、スマート防災につながって
いく。
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（３）社会実装に向けた実験フィールドとして
の S I P招致

沖縄県は、来るべき大規模災害に備えて防災
体制を高度化する必要があるが、県内の産学官
連携だけではスマート防災ネットワークの構築
は難しい。

SIP 第 3 期「スマート防災ネットワークの構
築」では、第 1 期からの研究蓄積があり、日本
の防災先端技術が集まっている。防災科研との
連携を通じて、広大な海洋島嶼圏をテストベッ
ドにすることで、沖縄県は防災 DX の遅れを取

り戻すことができ、SIP では、都市部・離島・
観光地など異なる環境が揃った多様な地域特性
を持つ実験フィールドで、防災技術を高められ
るメリットがある。また、沖縄で確立した防災
モデルは、その他の島嶼地域や台風、高潮、津
波等の課題をもつ地域、さらには亜熱帯地域へ
の技術展開や国際連携などの可能性も広がる。

防災分野についての新たな共創領域の構築
は、双方にとって大きなメリットになろう。

（以上）

図 18：玉名市「水害避難シミュレーション」（出所：玉名市公式ウェブサイト）
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

ア・ナブホズさんがOISTのリーダー層に彼
女を繋げてくれたおかげで、この取り組み
が学内で認められ、持続可能なものとなっ
たと語ります。 
　OISTを卒業するにあたり、湯川さんは、
このクリスマスツリープロジェクトが今後
も継続し、学内で地域貢献の精神がさらに
育まれることを願っています。「日本では
寄付文化が根付いていないのが現状です
が、OISTの国際的な環境は、このようなプ
ロジェクトを立ち上げ、発展させる機会を
提供してくれます。OISTが科学的研究と地
域福祉を融合させるモデルとなり、日本社
会全体に良い影響を与えることを期待して
います。このプロジェクトが継続し、発展
していくことを願っています」  

　2024年には、湯川さんは寄付金が教育目
的に確実に活用されるよう、図書カードの
プレゼントに切り替え、皆に同じ額の図書
カードを贈ることで、子どもたちが自分で
本を選べるようにしました。また、OISTの
他のメンバーにも、OISTトンネルギャラ
リーの受付付近に飾られたクリスマスツ
リーに、子どもたちへのメッセージを記し
たクリスマスカードを飾る機会を提供しま
した。 
　湯川さんにとって卒業前の最後となる
2024年のクリスマス寄付プロジェクトは、
OISTの教職員や学生、その家族たちから厚
い支援を受け、想定を上回る成果を上げま
した。当初は、さくら教室（旧：名護こど
も食堂）に通う子どもたち53人に500円分
の図書カードとクリスマスカードを贈る予
定でしたが、1000円分の図書カードに変更
し、さらに教室の活動を支援するために3万
円の寄付も追加されました。図書カードと
プレゼントは、さくら教室のクリスマス
パーティーで子どもたちに手渡されまし
た。
プロジェクトを牽引する新たな人材を求めて 
　湯川さんは、こども食堂に通う子どもた
ちの多くが、経済的な困難だけでなく、社
会性や発達に関する問題など、通常の学校
生活を送る上で支障となるさまざまな課題
を抱えていると言います。そして、慈善寄
付は重要であり、OISTの専門知識がこうし
た根本的な問題の理解と解決に貢献できる
可能性があると信じていると語ります。 
　湯川さんは、このプロジェクトを運営す
る中で、レクリエーションサービスセク
ションのスタッフや、「沖縄の福祉・経
済・リソースを促進する会（POWERクラ
ブ）」のメンバー、警備員、学生ボラン
ティアなど、学内のさまざまな方々から多
くの支援を受けてきました。特に、ジュリ

　この研究プロジェクトは、コストのかか
る新たな交通手段を新たに創出するのでは
なく、既存の公共交通手段を最適化するた
めに、携帯アプリなどのモジュール式のイ
ンタラクティブなプラットフォームの構築
を目指しています。例えば、様々な路線バ
スやシャトルバスの運行会社や時刻表の概
要を一元的に提供したり、ビッグデータや
機械学習を活用して新たな交通手段を模索
したりといったものです。SO-SMARTプロ

ジェクトは、プロジェクトの設計から実装
まで、すべての段階に地域住民が関与する
研究アプローチを取っています。OISTの機
械学習とデータ科学ユニットのリサーチ
フェローで、このプロジェクトの発起人の
一人であるChristophe Claramunt博士は
「長期的な交通ソリューションを創造する
ためには、プロセス全体を通じて地域の皆
様に参加していただく必要があります。地
域住民は自分たちのコミュニティや個人の

　アイデアソンでは、最後に、各グループ
がさまざまな取り組みのアイデアを発表し
ました。シンプルな公共交通手段の提案か
ら、SO-SMARTの成功を測るための指標
設定に関するターゲットフレームワーク、
アプリを通じて市民のニーズを把握し、地
域間のコラボレーションを促進する取り組
みまで、多岐にわたりました。OISTの
SO-SMARTプロジェクトマネージャーで
あり、客員プログラムセクションのマネー
ジャーであるジョナス・フィッシャー博士
は、「国際的な専門家と沖縄の地域社会を
結び、恩納村・うるま市石川地域において
さらに持続可能で利便性の高いモビリティ
に貢献するソリューションを共創し、ス
マート交通ソリューションに関する世界的
な研究に貢献することを楽しみにしていま
す」と述べています。
　SO-SMARTは、ハンガリーのセゲド大
学、トルコのカラビュック大学、フランス
の西ブルターニュ大学、そして日本の京都
工芸繊維大学（KIT）、奈良先端科学技術
大学院大学（NAIST）、沖縄科学技術大学
院大学（OIST）による共同研究です。この
度、欧州と日本の科学技術・イノベーショ
ンの協力を促進・支援する戦略的国際共同
研究プログラム EIG CONCERT-Japan の
「カーボンニュートラルな都市の実現に向
けたソリューション」のプロジェクトとし
て採択されました。

ニーズを最もよく知る存在です。住民の視
点を研究プロセスに取り入れることで、革
新的な設計ソリューションを生むことがで
きるのです」と語ります。
　SO-SMARTプロジェクトは、当該地域の
公共交通機関の改善に向けた第一歩を踏み
出すだけでなく、将来的には県内外、そし
て海外でのスマートな交通システムの構築
を目指す今後のプロジェクトのケーススタ
ディとしても重要な役割を果たすでしょ
う。「この研究設計が、恩納村・うるま市
石川地域のみならず、世界中の交通問題に
対する革新的な解決策を見出すためのプロ
トタイプになることを狙っています」と
Claramunt博士は話します。
　今回のアイデアソンは、OIST客員プログ
ラムセクションが主催しました。沖縄にお
けるモビリティの課題や、全国でバリアフ
リーの公共交通ソリューションを創出する
草の根の事例研究、電気自動車の未来に関
する講演の後、地元自治体の代表者、国内
外の研究者、地元企業の経営者、そして地
域住民の方々からなるグループを作り、グ
ループ内で（Specific, Measurable, 
Achievable, Realistic, and Timely：具体
的、測定可能、達成可能、現実的、タイム
リー）な交通ソリューションについて議論
しました。議論は、沖縄や日本の交通の現
状に関する統計や、日常生活における移動
手段の重要性を実感させるような話をもと
に行われました。恩納村の住民の一人は、
公共交通機関が十分に整備されておらず、
交通渋滞がひどい地域で子どもたちを学校
に送り、仕事に行くことの難しさを語りま
した。
　グループセッションでは活発な議論が交
わされました。ある参加者は「バス会社の
代表者や研究者をはじめ、さまざまなス
テークホルダーが集まり、楽しみながら意
見を交換している様子がとても興味深かっ
た」と話していました。この研究プロジェ
クトはまだ初期段階ですが、参加者たちが
持続可能で利用しやすいモビリティの実現
に向けて、共通の決意と熱意を持って取り
組んでいる様子が伝わってきました。

学者が、OISTの特徴である『学部のないフ
ラットな組織構造』、『多様性を尊重する
姿勢』、『学際的な研究を促進する強力で
創造的なインセンティブ』を高く評価して
いることは、OISTの創設者たちのビジョン
を裏付けるものです。この記事は、OISTの
これまでの成果を肯定するとともに、学際
的な科学への新たな投資の必要性を訴えて
おり、私たちもその提言を支持します」
　記事の中で、科学者たちは日本の研究資
金戦略について共通の見解を示し、いくつ
かの改善策を提案しています。具体的に
は、学際的な科学研究と協力への更なる支
援、「ハイリスク・ハイリターン」型の研
究への積極的な投資、長期的な視点での資
金配分、そして国際基準に見合う高品質な
研究インフラの整備・維持が、日本の研究
とイノベーションの国際競争力の向上につ
ながると指摘しています。

　OISTのカリン・マルキデス学長兼理事長
は、次のようにコメントしています。
　「これほど多くの方々に、日本の模範的
な大学として取り上げていただいたこと
は、大変光栄です。OISTは、沖縄、日本、
そして世界に革新的な解決策をもたらすこ
とを目的に、独自の使命と構造のもと設立
されました。2024年から2029年の５ヵ年
戦略では、オープンサイエンスと学際的な
融合をこれまで以上に重視しています。ま
だ若い大学ですが、多くの日本の科学者か
ら将来性を評価されていることをとても嬉
しく思います」
　記事の執筆者である研究者たちは、日本
の研究環境をより活性化させるため、新た
なプログラムへの資金投入を求めていま
す。
　OISTの理事会議長であるヴィジェイラガ
バン・クリシュナスワミ博士は、次のよう
に述べています。 「日本の多くの優れた科

リスマス募金プロジェクトを毎年恒例の取
り組みとして立ち上げました。 
　このプロジェクトは、湯川さんが個人的
に子どもたちのために文房具を購入したこ
とから始まり、次第に発展していきまし
た。その後、OISTチャイルドディベロップ
メントセンターの園長であるジュリア・ナ
ブホズさんの協力を得て、「エンジェルツ
リー」プロジェクトとしてさらに拡大しま
した。エンジェルツリーでは、OISTのメン
バーが特定の子どもたちとペアを組み、子
どもたちの好みやニーズに合ったプレゼン
トを購入するようになりました。

　沖縄科学技術大学院大学（OIST）の博士
課程学生である湯川さんは、4年前から沖縄
の恵まれない子どもたちのためにクリスマ
ス募金活動を行ってきました。OISTの免疫
シグナルユニットに所属していた湯川さん
は、1年次のカリキュラムの一環として子ど
もたちに科学の面白さを伝えるアウトリー
チ活動に参加したことがきっかけで、地域
の福祉活動に関わるようになりました。 
　「沖縄の経済的な課題や子どもの貧困問
題について学ぶ中で、沖縄では、歴史的な
背景、中でも戦争の影響により、国内の他
の地域と比べてそうした問題がより深刻な
状況にあることを知りました。そこで、何
か私にできることはないかという思いを抱
いたのです」と湯川さんは語ります。 

大学でのアウトリーチ活動を毎年恒例の寄
付に変える  
　当初、湯川さんは博士課程のプログラム
の一環として、名護市の「こども食堂」で
科学実験の講座を始め、約7か月間、毎週講
座を行いました。こども食堂はボランティ
アによって運営され、低所得世帯の子ども
たちに無料で食事や支援を提供する施設で
す。博士課程の研究と並行して毎週活動を
続けるのは難しいと感じた湯川さんは、ク

※沖縄科学技術大学院大学のHPから
許可を得て転載した記事です。

内閣府沖縄総合事務局運輸部長・沖縄総合観光施策推進室長 
星明彦氏が、沖縄のモビリティの現状と、交通機関の再設計に
向けた現在の取り組みについて基調講演を行った。講演の最後
に「私たちは、より良いモビリティ戦略を築くための国際的な
パートナーシップの一員となることを楽しみにしています。共
により良い世界を作り上げるために、知識の共有を始めましょ
う 」と述べた。
写真提供：ジェフ・プライン（OIST）

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

この度開催されたアイデアソンで、地域の公共交通改善を目指す日欧の共同研究
プロジェクトが始動しました。

1. 市民参加と機械学習で地域の持続可能なモビリティを目指す

地形の起伏が多く、マイカーが主な移動手段となっている沖縄では、利便性が高くて環境に優
しい交通手段を提供するのはなかなか簡単なことではありませんが、脱炭素化と地域社会のイ
ンクルーシブな移動を実現するためには、持続可能な交通手段の導入が求められています。こ
の度、市民参加型の革新的なアプローチを通じて、沖縄県恩納村・うるま市石川地域において、
持続可能で利用しやすい公共交通手段の発見を目指す新しい研究プロジェクト「スマート交通
のための主体的ソーシャル基盤（SO-SMART）」が立ち上がりました。2024年12月5日、プロ
ジェクトの発足に際し、国や自治体の専門家や国内外の研究者が沖縄科学技術大学院大学
（OIST）に集まり、OISTのある恩納村とすぐ近くのうるま市石川地域の住民と共にアイデアソ
ンを開催しました。

新時代の教育研究を切り拓く
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

ア・ナブホズさんがOISTのリーダー層に彼
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が学内で認められ、持続可能なものとなっ
たと語ります。 
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このクリスマスツリープロジェクトが今後
も継続し、学内で地域貢献の精神がさらに
育まれることを願っています。「日本では
寄付文化が根付いていないのが現状です
が、OISTの国際的な環境は、このようなプ
ロジェクトを立ち上げ、発展させる機会を
提供してくれます。OISTが科学的研究と地
域福祉を融合させるモデルとなり、日本社
会全体に良い影響を与えることを期待して
います。このプロジェクトが継続し、発展
していくことを願っています」  

　2024年には、湯川さんは寄付金が教育目
的に確実に活用されるよう、図書カードの
プレゼントに切り替え、皆に同じ額の図書
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リーの受付付近に飾られたクリスマスツ
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プロジェクトを牽引する新たな人材を求めて 
　湯川さんは、こども食堂に通う子どもた
ちの多くが、経済的な困難だけでなく、社
会性や発達に関する問題など、通常の学校
生活を送る上で支障となるさまざまな課題
を抱えていると言います。そして、慈善寄
付は重要であり、OISTの専門知識がこうし
た根本的な問題の理解と解決に貢献できる
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大学でのアウトリーチ活動を毎年恒例の寄
付に変える  
　当初、湯川さんは博士課程のプログラム
の一環として、名護市の「こども食堂」で
科学実験の講座を始め、約7か月間、毎週講
座を行いました。こども食堂はボランティ
アによって運営され、低所得世帯の子ども
たちに無料で食事や支援を提供する施設で
す。博士課程の研究と並行して毎週活動を
続けるのは難しいと感じた湯川さんは、ク

※沖縄科学技術大学院大学のHPから
許可を得て転載した記事です。

内閣府沖縄総合事務局運輸部長・沖縄総合観光施策推進室長 
星明彦氏が、沖縄のモビリティの現状と、交通機関の再設計に
向けた現在の取り組みについて基調講演を行った。講演の最後
に「私たちは、より良いモビリティ戦略を築くための国際的な
パートナーシップの一員となることを楽しみにしています。共
により良い世界を作り上げるために、知識の共有を始めましょ
う 」と述べた。
写真提供：ジェフ・プライン（OIST）

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

この度開催されたアイデアソンで、地域の公共交通改善を目指す日欧の共同研究
プロジェクトが始動しました。

1. 市民参加と機械学習で地域の持続可能なモビリティを目指す

地形の起伏が多く、マイカーが主な移動手段となっている沖縄では、利便性が高くて環境に優
しい交通手段を提供するのはなかなか簡単なことではありませんが、脱炭素化と地域社会のイ
ンクルーシブな移動を実現するためには、持続可能な交通手段の導入が求められています。こ
の度、市民参加型の革新的なアプローチを通じて、沖縄県恩納村・うるま市石川地域において、
持続可能で利用しやすい公共交通手段の発見を目指す新しい研究プロジェクト「スマート交通
のための主体的ソーシャル基盤（SO-SMART）」が立ち上がりました。2024年12月5日、プロ
ジェクトの発足に際し、国や自治体の専門家や国内外の研究者が沖縄科学技術大学院大学
（OIST）に集まり、OISTのある恩納村とすぐ近くのうるま市石川地域の住民と共にアイデアソ
ンを開催しました。

新時代の教育研究を切り拓く
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

ア・ナブホズさんがOISTのリーダー層に彼
女を繋げてくれたおかげで、この取り組み
が学内で認められ、持続可能なものとなっ
たと語ります。 
　OISTを卒業するにあたり、湯川さんは、
このクリスマスツリープロジェクトが今後
も継続し、学内で地域貢献の精神がさらに
育まれることを願っています。「日本では
寄付文化が根付いていないのが現状です
が、OISTの国際的な環境は、このようなプ
ロジェクトを立ち上げ、発展させる機会を
提供してくれます。OISTが科学的研究と地
域福祉を融合させるモデルとなり、日本社
会全体に良い影響を与えることを期待して
います。このプロジェクトが継続し、発展
していくことを願っています」  

　2024年には、湯川さんは寄付金が教育目
的に確実に活用されるよう、図書カードの
プレゼントに切り替え、皆に同じ額の図書
カードを贈ることで、子どもたちが自分で
本を選べるようにしました。また、OISTの
他のメンバーにも、OISTトンネルギャラ
リーの受付付近に飾られたクリスマスツ
リーに、子どもたちへのメッセージを記し
たクリスマスカードを飾る機会を提供しま
した。 
　湯川さんにとって卒業前の最後となる
2024年のクリスマス寄付プロジェクトは、
OISTの教職員や学生、その家族たちから厚
い支援を受け、想定を上回る成果を上げま
した。当初は、さくら教室（旧：名護こど
も食堂）に通う子どもたち53人に500円分
の図書カードとクリスマスカードを贈る予
定でしたが、1000円分の図書カードに変更
し、さらに教室の活動を支援するために3万
円の寄付も追加されました。図書カードと
プレゼントは、さくら教室のクリスマス
パーティーで子どもたちに手渡されまし
た。
プロジェクトを牽引する新たな人材を求めて 
　湯川さんは、こども食堂に通う子どもた
ちの多くが、経済的な困難だけでなく、社
会性や発達に関する問題など、通常の学校
生活を送る上で支障となるさまざまな課題
を抱えていると言います。そして、慈善寄
付は重要であり、OISTの専門知識がこうし
た根本的な問題の理解と解決に貢献できる
可能性があると信じていると語ります。 
　湯川さんは、このプロジェクトを運営す
る中で、レクリエーションサービスセク
ションのスタッフや、「沖縄の福祉・経
済・リソースを促進する会（POWERクラ
ブ）」のメンバー、警備員、学生ボラン
ティアなど、学内のさまざまな方々から多
くの支援を受けてきました。特に、ジュリ

2. 「Nature」オピニオン記事：OISTは「学際研究をリード
　 する存在」－日本の科学者が評価

日本全国の著名な大学に所属する130名以上の研究者が署名した科学ジャーナル「Nature」の
オピニオン記事で、OISTが学際的な研究の分野で「道を切り開く存在」と評価されました。

　この研究プロジェクトは、コストのかか
る新たな交通手段を新たに創出するのでは
なく、既存の公共交通手段を最適化するた
めに、携帯アプリなどのモジュール式のイ
ンタラクティブなプラットフォームの構築
を目指しています。例えば、様々な路線バ
スやシャトルバスの運行会社や時刻表の概
要を一元的に提供したり、ビッグデータや
機械学習を活用して新たな交通手段を模索
したりといったものです。SO-SMARTプロ

ジェクトは、プロジェクトの設計から実装
まで、すべての段階に地域住民が関与する
研究アプローチを取っています。OISTの機
械学習とデータ科学ユニットのリサーチ
フェローで、このプロジェクトの発起人の
一人であるChristophe Claramunt博士は
「長期的な交通ソリューションを創造する
ためには、プロセス全体を通じて地域の皆
様に参加していただく必要があります。地
域住民は自分たちのコミュニティや個人の

　アイデアソンでは、最後に、各グループ
がさまざまな取り組みのアイデアを発表し
ました。シンプルな公共交通手段の提案か
ら、SO-SMARTの成功を測るための指標
設定に関するターゲットフレームワーク、
アプリを通じて市民のニーズを把握し、地
域間のコラボレーションを促進する取り組
みまで、多岐にわたりました。OISTの
SO-SMARTプロジェクトマネージャーで
あり、客員プログラムセクションのマネー
ジャーであるジョナス・フィッシャー博士
は、「国際的な専門家と沖縄の地域社会を
結び、恩納村・うるま市石川地域において
さらに持続可能で利便性の高いモビリティ
に貢献するソリューションを共創し、ス
マート交通ソリューションに関する世界的
な研究に貢献することを楽しみにしていま
す」と述べています。
　SO-SMARTは、ハンガリーのセゲド大
学、トルコのカラビュック大学、フランス
の西ブルターニュ大学、そして日本の京都
工芸繊維大学（KIT）、奈良先端科学技術
大学院大学（NAIST）、沖縄科学技術大学
院大学（OIST）による共同研究です。この
度、欧州と日本の科学技術・イノベーショ
ンの協力を促進・支援する戦略的国際共同
研究プログラム EIG CONCERT-Japan の
「カーボンニュートラルな都市の実現に向
けたソリューション」のプロジェクトとし
て採択されました。

ニーズを最もよく知る存在です。住民の視
点を研究プロセスに取り入れることで、革
新的な設計ソリューションを生むことがで
きるのです」と語ります。
　SO-SMARTプロジェクトは、当該地域の
公共交通機関の改善に向けた第一歩を踏み
出すだけでなく、将来的には県内外、そし
て海外でのスマートな交通システムの構築
を目指す今後のプロジェクトのケーススタ
ディとしても重要な役割を果たすでしょ
う。「この研究設計が、恩納村・うるま市
石川地域のみならず、世界中の交通問題に
対する革新的な解決策を見出すためのプロ
トタイプになることを狙っています」と
Claramunt博士は話します。
　今回のアイデアソンは、OIST客員プログ
ラムセクションが主催しました。沖縄にお
けるモビリティの課題や、全国でバリアフ
リーの公共交通ソリューションを創出する
草の根の事例研究、電気自動車の未来に関
する講演の後、地元自治体の代表者、国内
外の研究者、地元企業の経営者、そして地
域住民の方々からなるグループを作り、グ
ループ内で（Specific, Measurable, 
Achievable, Realistic, and Timely：具体
的、測定可能、達成可能、現実的、タイム
リー）な交通ソリューションについて議論
しました。議論は、沖縄や日本の交通の現
状に関する統計や、日常生活における移動
手段の重要性を実感させるような話をもと
に行われました。恩納村の住民の一人は、
公共交通機関が十分に整備されておらず、
交通渋滞がひどい地域で子どもたちを学校
に送り、仕事に行くことの難しさを語りま
した。
　グループセッションでは活発な議論が交
わされました。ある参加者は「バス会社の
代表者や研究者をはじめ、さまざまなス
テークホルダーが集まり、楽しみながら意
見を交換している様子がとても興味深かっ
た」と話していました。この研究プロジェ
クトはまだ初期段階ですが、参加者たちが
持続可能で利用しやすいモビリティの実現
に向けて、共通の決意と熱意を持って取り
組んでいる様子が伝わってきました。

学者が、OISTの特徴である『学部のないフ
ラットな組織構造』、『多様性を尊重する
姿勢』、『学際的な研究を促進する強力で
創造的なインセンティブ』を高く評価して
いることは、OISTの創設者たちのビジョン
を裏付けるものです。この記事は、OISTの
これまでの成果を肯定するとともに、学際
的な科学への新たな投資の必要性を訴えて
おり、私たちもその提言を支持します」
　記事の中で、科学者たちは日本の研究資
金戦略について共通の見解を示し、いくつ
かの改善策を提案しています。具体的に
は、学際的な科学研究と協力への更なる支
援、「ハイリスク・ハイリターン」型の研
究への積極的な投資、長期的な視点での資
金配分、そして国際基準に見合う高品質な
研究インフラの整備・維持が、日本の研究
とイノベーションの国際競争力の向上につ
ながると指摘しています。

　OISTのカリン・マルキデス学長兼理事長
は、次のようにコメントしています。
　「これほど多くの方々に、日本の模範的
な大学として取り上げていただいたこと
は、大変光栄です。OISTは、沖縄、日本、
そして世界に革新的な解決策をもたらすこ
とを目的に、独自の使命と構造のもと設立
されました。2024年から2029年の５ヵ年
戦略では、オープンサイエンスと学際的な
融合をこれまで以上に重視しています。ま
だ若い大学ですが、多くの日本の科学者か
ら将来性を評価されていることをとても嬉
しく思います」
　記事の執筆者である研究者たちは、日本
の研究環境をより活性化させるため、新た
なプログラムへの資金投入を求めていま
す。
　OISTの理事会議長であるヴィジェイラガ
バン・クリシュナスワミ博士は、次のよう
に述べています。 「日本の多くの優れた科

リスマス募金プロジェクトを毎年恒例の取
り組みとして立ち上げました。 
　このプロジェクトは、湯川さんが個人的
に子どもたちのために文房具を購入したこ
とから始まり、次第に発展していきまし
た。その後、OISTチャイルドディベロップ
メントセンターの園長であるジュリア・ナ
ブホズさんの協力を得て、「エンジェルツ
リー」プロジェクトとしてさらに拡大しま
した。エンジェルツリーでは、OISTのメン
バーが特定の子どもたちとペアを組み、子
どもたちの好みやニーズに合ったプレゼン
トを購入するようになりました。

　沖縄科学技術大学院大学（OIST）の博士
課程学生である湯川さんは、4年前から沖縄
の恵まれない子どもたちのためにクリスマ
ス募金活動を行ってきました。OISTの免疫
シグナルユニットに所属していた湯川さん
は、1年次のカリキュラムの一環として子ど
もたちに科学の面白さを伝えるアウトリー
チ活動に参加したことがきっかけで、地域
の福祉活動に関わるようになりました。 
　「沖縄の経済的な課題や子どもの貧困問
題について学ぶ中で、沖縄では、歴史的な
背景、中でも戦争の影響により、国内の他
の地域と比べてそうした問題がより深刻な
状況にあることを知りました。そこで、何
か私にできることはないかという思いを抱
いたのです」と湯川さんは語ります。 

大学でのアウトリーチ活動を毎年恒例の寄
付に変える  
　当初、湯川さんは博士課程のプログラム
の一環として、名護市の「こども食堂」で
科学実験の講座を始め、約7か月間、毎週講
座を行いました。こども食堂はボランティ
アによって運営され、低所得世帯の子ども
たちに無料で食事や支援を提供する施設で
す。博士課程の研究と並行して毎週活動を
続けるのは難しいと感じた湯川さんは、ク

毎年恒例のOISTクリスマスツリープロジェクトの発足と継続
に重要な役割を果たしてきたOIST博士課程学生の湯川幸江さ
んとOISTチャイルドディベロップメントセンター園長のジュ
リア・ナブホズさん。写真提供：マール・ナイドゥ（OIST）

湯川幸江さんは、OISTの寄付活動を次の世代に渡していきたいと考えています。

3. 科学から社会貢献まで－沖縄の子どもたちを支援する
　 OIST学生のレガシー

忙しい大学生活の合間を縫って、地域の子どもたちを支援し、みなで心温まるホリデーシーズン
を過ごした湯川幸江さんをご紹介します。 
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

ア・ナブホズさんがOISTのリーダー層に彼
女を繋げてくれたおかげで、この取り組み
が学内で認められ、持続可能なものとなっ
たと語ります。 
　OISTを卒業するにあたり、湯川さんは、
このクリスマスツリープロジェクトが今後
も継続し、学内で地域貢献の精神がさらに
育まれることを願っています。「日本では
寄付文化が根付いていないのが現状です
が、OISTの国際的な環境は、このようなプ
ロジェクトを立ち上げ、発展させる機会を
提供してくれます。OISTが科学的研究と地
域福祉を融合させるモデルとなり、日本社
会全体に良い影響を与えることを期待して
います。このプロジェクトが継続し、発展
していくことを願っています」  

　2024年には、湯川さんは寄付金が教育目
的に確実に活用されるよう、図書カードの
プレゼントに切り替え、皆に同じ額の図書
カードを贈ることで、子どもたちが自分で
本を選べるようにしました。また、OISTの
他のメンバーにも、OISTトンネルギャラ
リーの受付付近に飾られたクリスマスツ
リーに、子どもたちへのメッセージを記し
たクリスマスカードを飾る機会を提供しま
した。 
　湯川さんにとって卒業前の最後となる
2024年のクリスマス寄付プロジェクトは、
OISTの教職員や学生、その家族たちから厚
い支援を受け、想定を上回る成果を上げま
した。当初は、さくら教室（旧：名護こど
も食堂）に通う子どもたち53人に500円分
の図書カードとクリスマスカードを贈る予
定でしたが、1000円分の図書カードに変更
し、さらに教室の活動を支援するために3万
円の寄付も追加されました。図書カードと
プレゼントは、さくら教室のクリスマス
パーティーで子どもたちに手渡されまし
た。
プロジェクトを牽引する新たな人材を求めて 
　湯川さんは、こども食堂に通う子どもた
ちの多くが、経済的な困難だけでなく、社
会性や発達に関する問題など、通常の学校
生活を送る上で支障となるさまざまな課題
を抱えていると言います。そして、慈善寄
付は重要であり、OISTの専門知識がこうし
た根本的な問題の理解と解決に貢献できる
可能性があると信じていると語ります。 
　湯川さんは、このプロジェクトを運営す
る中で、レクリエーションサービスセク
ションのスタッフや、「沖縄の福祉・経
済・リソースを促進する会（POWERクラ
ブ）」のメンバー、警備員、学生ボラン
ティアなど、学内のさまざまな方々から多
くの支援を受けてきました。特に、ジュリ

2. 「Nature」オピニオン記事：OISTは「学際研究をリード
　 する存在」－日本の科学者が評価

日本全国の著名な大学に所属する130名以上の研究者が署名した科学ジャーナル「Nature」の
オピニオン記事で、OISTが学際的な研究の分野で「道を切り開く存在」と評価されました。

　この研究プロジェクトは、コストのかか
る新たな交通手段を新たに創出するのでは
なく、既存の公共交通手段を最適化するた
めに、携帯アプリなどのモジュール式のイ
ンタラクティブなプラットフォームの構築
を目指しています。例えば、様々な路線バ
スやシャトルバスの運行会社や時刻表の概
要を一元的に提供したり、ビッグデータや
機械学習を活用して新たな交通手段を模索
したりといったものです。SO-SMARTプロ

ジェクトは、プロジェクトの設計から実装
まで、すべての段階に地域住民が関与する
研究アプローチを取っています。OISTの機
械学習とデータ科学ユニットのリサーチ
フェローで、このプロジェクトの発起人の
一人であるChristophe Claramunt博士は
「長期的な交通ソリューションを創造する
ためには、プロセス全体を通じて地域の皆
様に参加していただく必要があります。地
域住民は自分たちのコミュニティや個人の

　アイデアソンでは、最後に、各グループ
がさまざまな取り組みのアイデアを発表し
ました。シンプルな公共交通手段の提案か
ら、SO-SMARTの成功を測るための指標
設定に関するターゲットフレームワーク、
アプリを通じて市民のニーズを把握し、地
域間のコラボレーションを促進する取り組
みまで、多岐にわたりました。OISTの
SO-SMARTプロジェクトマネージャーで
あり、客員プログラムセクションのマネー
ジャーであるジョナス・フィッシャー博士
は、「国際的な専門家と沖縄の地域社会を
結び、恩納村・うるま市石川地域において
さらに持続可能で利便性の高いモビリティ
に貢献するソリューションを共創し、ス
マート交通ソリューションに関する世界的
な研究に貢献することを楽しみにしていま
す」と述べています。
　SO-SMARTは、ハンガリーのセゲド大
学、トルコのカラビュック大学、フランス
の西ブルターニュ大学、そして日本の京都
工芸繊維大学（KIT）、奈良先端科学技術
大学院大学（NAIST）、沖縄科学技術大学
院大学（OIST）による共同研究です。この
度、欧州と日本の科学技術・イノベーショ
ンの協力を促進・支援する戦略的国際共同
研究プログラム EIG CONCERT-Japan の
「カーボンニュートラルな都市の実現に向
けたソリューション」のプロジェクトとし
て採択されました。

ニーズを最もよく知る存在です。住民の視
点を研究プロセスに取り入れることで、革
新的な設計ソリューションを生むことがで
きるのです」と語ります。
　SO-SMARTプロジェクトは、当該地域の
公共交通機関の改善に向けた第一歩を踏み
出すだけでなく、将来的には県内外、そし
て海外でのスマートな交通システムの構築
を目指す今後のプロジェクトのケーススタ
ディとしても重要な役割を果たすでしょ
う。「この研究設計が、恩納村・うるま市
石川地域のみならず、世界中の交通問題に
対する革新的な解決策を見出すためのプロ
トタイプになることを狙っています」と
Claramunt博士は話します。
　今回のアイデアソンは、OIST客員プログ
ラムセクションが主催しました。沖縄にお
けるモビリティの課題や、全国でバリアフ
リーの公共交通ソリューションを創出する
草の根の事例研究、電気自動車の未来に関
する講演の後、地元自治体の代表者、国内
外の研究者、地元企業の経営者、そして地
域住民の方々からなるグループを作り、グ
ループ内で（Specific, Measurable, 
Achievable, Realistic, and Timely：具体
的、測定可能、達成可能、現実的、タイム
リー）な交通ソリューションについて議論
しました。議論は、沖縄や日本の交通の現
状に関する統計や、日常生活における移動
手段の重要性を実感させるような話をもと
に行われました。恩納村の住民の一人は、
公共交通機関が十分に整備されておらず、
交通渋滞がひどい地域で子どもたちを学校
に送り、仕事に行くことの難しさを語りま
した。
　グループセッションでは活発な議論が交
わされました。ある参加者は「バス会社の
代表者や研究者をはじめ、さまざまなス
テークホルダーが集まり、楽しみながら意
見を交換している様子がとても興味深かっ
た」と話していました。この研究プロジェ
クトはまだ初期段階ですが、参加者たちが
持続可能で利用しやすいモビリティの実現
に向けて、共通の決意と熱意を持って取り
組んでいる様子が伝わってきました。

学者が、OISTの特徴である『学部のないフ
ラットな組織構造』、『多様性を尊重する
姿勢』、『学際的な研究を促進する強力で
創造的なインセンティブ』を高く評価して
いることは、OISTの創設者たちのビジョン
を裏付けるものです。この記事は、OISTの
これまでの成果を肯定するとともに、学際
的な科学への新たな投資の必要性を訴えて
おり、私たちもその提言を支持します」
　記事の中で、科学者たちは日本の研究資
金戦略について共通の見解を示し、いくつ
かの改善策を提案しています。具体的に
は、学際的な科学研究と協力への更なる支
援、「ハイリスク・ハイリターン」型の研
究への積極的な投資、長期的な視点での資
金配分、そして国際基準に見合う高品質な
研究インフラの整備・維持が、日本の研究
とイノベーションの国際競争力の向上につ
ながると指摘しています。

　OISTのカリン・マルキデス学長兼理事長
は、次のようにコメントしています。
　「これほど多くの方々に、日本の模範的
な大学として取り上げていただいたこと
は、大変光栄です。OISTは、沖縄、日本、
そして世界に革新的な解決策をもたらすこ
とを目的に、独自の使命と構造のもと設立
されました。2024年から2029年の５ヵ年
戦略では、オープンサイエンスと学際的な
融合をこれまで以上に重視しています。ま
だ若い大学ですが、多くの日本の科学者か
ら将来性を評価されていることをとても嬉
しく思います」
　記事の執筆者である研究者たちは、日本
の研究環境をより活性化させるため、新た
なプログラムへの資金投入を求めていま
す。
　OISTの理事会議長であるヴィジェイラガ
バン・クリシュナスワミ博士は、次のよう
に述べています。 「日本の多くの優れた科

リスマス募金プロジェクトを毎年恒例の取
り組みとして立ち上げました。 
　このプロジェクトは、湯川さんが個人的
に子どもたちのために文房具を購入したこ
とから始まり、次第に発展していきまし
た。その後、OISTチャイルドディベロップ
メントセンターの園長であるジュリア・ナ
ブホズさんの協力を得て、「エンジェルツ
リー」プロジェクトとしてさらに拡大しま
した。エンジェルツリーでは、OISTのメン
バーが特定の子どもたちとペアを組み、子
どもたちの好みやニーズに合ったプレゼン
トを購入するようになりました。

　沖縄科学技術大学院大学（OIST）の博士
課程学生である湯川さんは、4年前から沖縄
の恵まれない子どもたちのためにクリスマ
ス募金活動を行ってきました。OISTの免疫
シグナルユニットに所属していた湯川さん
は、1年次のカリキュラムの一環として子ど
もたちに科学の面白さを伝えるアウトリー
チ活動に参加したことがきっかけで、地域
の福祉活動に関わるようになりました。 
　「沖縄の経済的な課題や子どもの貧困問
題について学ぶ中で、沖縄では、歴史的な
背景、中でも戦争の影響により、国内の他
の地域と比べてそうした問題がより深刻な
状況にあることを知りました。そこで、何
か私にできることはないかという思いを抱
いたのです」と湯川さんは語ります。 

大学でのアウトリーチ活動を毎年恒例の寄
付に変える  
　当初、湯川さんは博士課程のプログラム
の一環として、名護市の「こども食堂」で
科学実験の講座を始め、約7か月間、毎週講
座を行いました。こども食堂はボランティ
アによって運営され、低所得世帯の子ども
たちに無料で食事や支援を提供する施設で
す。博士課程の研究と並行して毎週活動を
続けるのは難しいと感じた湯川さんは、ク

毎年恒例のOISTクリスマスツリープロジェクトの発足と継続
に重要な役割を果たしてきたOIST博士課程学生の湯川幸江さ
んとOISTチャイルドディベロップメントセンター園長のジュ
リア・ナブホズさん。写真提供：マール・ナイドゥ（OIST）

湯川幸江さんは、OISTの寄付活動を次の世代に渡していきたいと考えています。

3. 科学から社会貢献まで－沖縄の子どもたちを支援する
　 OIST学生のレガシー

忙しい大学生活の合間を縫って、地域の子どもたちを支援し、みなで心温まるホリデーシーズン
を過ごした湯川幸江さんをご紹介します。 
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

ア・ナブホズさんがOISTのリーダー層に彼
女を繋げてくれたおかげで、この取り組み
が学内で認められ、持続可能なものとなっ
たと語ります。 
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このクリスマスツリープロジェクトが今後
も継続し、学内で地域貢献の精神がさらに
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寄付文化が根付いていないのが現状です
が、OISTの国際的な環境は、このようなプ
ロジェクトを立ち上げ、発展させる機会を
提供してくれます。OISTが科学的研究と地
域福祉を融合させるモデルとなり、日本社
会全体に良い影響を与えることを期待して
います。このプロジェクトが継続し、発展
していくことを願っています」  
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プレゼントに切り替え、皆に同じ額の図書
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の西ブルターニュ大学、そして日本の京都
工芸繊維大学（KIT）、奈良先端科学技術
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「カーボンニュートラルな都市の実現に向
けたソリューション」のプロジェクトとし
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状況にあることを知りました。そこで、何
か私にできることはないかという思いを抱
いたのです」と湯川さんは語ります。 

大学でのアウトリーチ活動を毎年恒例の寄
付に変える  
　当初、湯川さんは博士課程のプログラム
の一環として、名護市の「こども食堂」で
科学実験の講座を始め、約7か月間、毎週講
座を行いました。こども食堂はボランティ
アによって運営され、低所得世帯の子ども
たちに無料で食事や支援を提供する施設で
す。博士課程の研究と並行して毎週活動を
続けるのは難しいと感じた湯川さんは、ク

2024年、OISTクリスマスツリープロジェクトはさくら教室の
子どもたち53人にクリスマスカードと1000円分の図書カード
を贈り、教室の活動を支援するために3万円の寄付を行った。
写真提供：湯川幸江
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行政情報

　沖縄総合事務局経済産業部では、沖縄県内ホ
テルを始めとした観光施設における県産品の活
用促進や販路拡大を図るため、展示商談会「果
報庭」を開催しています。
　令和 7年 1月 21 日に、5回目となる「果報庭」
をグランドメルキュール沖縄残波岬リゾートで
開催し、ホテルアメニティ・客室備品・アクティ
ビティなど非食品関連の県内サプライヤー 40
者が出展しました。
　また「食のいちゃりば商談会」も同時開催し、
食の県内サプライヤー 40者が出展しました。
当日は、県内観光事業者（宿泊業、飲食業、小
売業、卸業等）のバイヤーなど約 200 人、約
80事業者（速報値）に参加いただきました。

　出展サプライヤーは、月桃やシークヮーサー
などの沖縄の自然を活かした化粧品や、染め織
物を用いたウェア、やちむんなど沖縄らしい商
品を提案したほか、体験エリアでは、伝統舞踊
の実演や、県内で製造された電動自転車の試乗
を行いました。

　参加したサプライヤーからは、「新規ホテル
との商談ができた、業者間の意見交換（共同開
発など）ができた」「新規のバイヤーやホテル
支配人へ PRすることができた」との声をいた
だき、多くの交流があったことがうかがえまし
た。
　バイヤーからは、「色々な業種の企業と商談
できた」「素敵な商品に出会えた。社内共有し
検討したい」「ホテルの悩みを解消できるよう
な商品を見つけた」「思いがけない商品や人と
の出会いがあった」といった反響がありました。
　経済産業部では、果報庭を通じて県内中小企
業の皆様の新たな域内取引促進と販路拡大を引
続き支援して参ります。
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■本記事に関するお問い合わせについて
　内閣府沖縄総合事務局経済産業部中小企業課 

TEL：098-866-1755 担当： 鶴見、上原、運天

内閣府　沖縄総合事務局
経済産業部

沖縄総合事務局経済産業部の取り組みについて
果報庭（かふうなぁ）2025 in読谷村
～県内の観光事業者×生産者の展示商談会～

経済産業部 HP

会場の様子会場の様子

（株）桃原農園（株）桃原農園ゆめじん（有）ゆめじん（有）

（株）すまエコ（株）すまエコ （一社）アメニティ・リサイクル協会（一社）アメニティ・リサイクル協会

（株）アトラスインベストメント（株）アトラスインベストメント

（同）ARTIGIANO（同）ARTIGIANO

（有）ホーセル（有）ホーセル （株）JOeB テック（株）JOeB テック

（株）琉球コンシェルジュサービス（株）琉球コンシェルジュサービス

果報庭について







消費関連
百貨店売上高は、３カ月連続で前年を上回った。初商が活況となったほか、春節に伴う外国客の増加

などが売上増加に寄与した。スーパー売上高は、既存店・全店ベースともに32カ月連続で前年を上回っ
た。値上げによる単価上昇に加え、お正月を中心に食料品の需要が高く好調に推移した。新車販売台数
は、一部自動車メーカーによる生産・出荷停止の影響がみられた前年同月の反動増などにより２カ月連
続で前年を上回った。家電大型専門店販売額（12月）は、17カ月連続で前年を上回った。
先行きは、引き続き物価の動向に注視する必要があるものの、消費マインドは底堅い推移が見込まれ、

回復の動きが強まるとみられる。

公共工事請負金額は、県、市町村は増加したが、国、独立行政法人等・その他は減少したことから３カ月連
続で前年を下回った。建築着工床面積（12月）は、居住用、非居住用ともに減少したことから５カ月連続で前
年を下回った。新設住宅着工戸数（12月）は、持家、貸家、給与、分譲のすべての項目で減少したことから２カ
月連続で前年を下回った。県内主要建設会社の受注額は、公共工事は減少したが、民間工事は増加したこと
から３カ月ぶりに前年を上回った。建設資材関連では、セメントは５カ月ぶりに前年を上回り、生コンは２
カ月連続で前年を上回った。鋼材売上高は６カ月連続で前年を下回り、木材売上高は５カ月連続で前年を下
回った。
先行きは、建設資材の動向を注視する必要があるものの、手持ち工事額は引き続き高水準での推移が見込

まれることなどから回復の動きが強まるとみられる。

建設関連

入域観光客数は、38カ月連続で前年を上回った。国内客は７カ月連続で増加し、外国客は28カ月連続
で増加した。県内主要ホテルは、稼働率は10カ月連続で前年を上回り、売上高、宿泊収入ともに８カ月連
続で前年を上回った。主要観光施設入場者数は35カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、入場者数は
２カ月ぶりに減少し、売上高は２カ月連続で前年を上回った。国内客の年始の旅行需要に加え、春節に
伴う外国客の増加もあり、引き続き好調に推移した。
先行きは、外国からの訪日意欲が高く外国客の増加が見込まれること、スポーツキャンプなどイベン

トや春休みもあり国内客の増加も継続すると予想されることから、拡大の動きが強まるとみられる。

観光関連

新規求人数（12月）は、前年同月比5.0％減と４カ月連続で前年を下回った。産業別では、卸売・小売業、
運輸業・郵便業、宿泊業・飲食サービス業などで減少した。有効求人倍率（12月、季調値）は1.12倍で、前月
と同水準となった。完全失業率（12月、季調値）は2.9％と、前月から0.4ポイント低下した。
消費者物価指数は、前年同月比4.8％の上昇となり、41カ月連続で前年を上回った。生鮮食品を除く総

合は同4.1％の上昇となり、生鮮食品及びエネルギーを除く総合は同3.3％の上昇となった。
倒産件数は６件で前年同月から２件増加した。負債総額は３億3,600万円で、前年同月比19.2％減と

なった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

消費関連は、消費マインドは底堅く推移しており、回復の動きが強まっていること、

建設関連は、手持ち工事額は高水準で推移しており、回復の動きが強まっていること、

観光関連は、年始の旅行需要等により好調に推移し、拡大の動きが強まっていること、

総じて県内景気は緩やかに拡大している。

先行きは、底堅い消費マインドと観光需要にけん引され、引き続き緩やかに拡大する

とみられる。

景気は、緩やかに拡大している（17カ月連続）

県 内 の

景気
動向
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消費関連では、百貨店売上高は前年を上回る

観光関連では、入域観光客数は前年を上回る
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（注）家電大型専門店販売額、県内新規求人数、広告収入は24年12月分。数値は前年比（％）。
　　ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。Pは速報値。

（注）家電大型専門店販売額、県内新規求人数、広告収入は24年10月～24年12月分。数値は前年比（％）。
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出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：経済産業省商業動態統計調査

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】（前年同月比）

5 家電大型専門店販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

３カ月連続で増加
・百貨店売上高は、前年同月比11.5％増と３
カ月連続で前年を上回った。
・初商では、福袋などの限定品を目当てに
開店前に長蛇の行列ができるなど活況と
なった。また、春節時期には中国や台湾な
どアジア方面からの外国客が増加し、免
税売上が増加した。
・品目別にみると、食料品が同4.7％増、衣料
品が同9.5％増、家庭用品・その他が同
26.0％増、身の回り品が同2.3％減となっ
た。

・スーパー売上高は、既存店ベースは前年
同月比5.3％増と32カ月連続で前年を上
回った。
・値上げによる単価上昇に加え、お正月に
はお寿司やオードブルなど食料品を中心
に需要が高く売上増加に寄与した。また、
平均気温が低く推移したことで冬物商材
が好調となった。
・品目別にみると、食料品が同5.3％増、衣料
品が同5.5％増、住居関連が同5.0％増と
なった。
・全店ベースは同6.1％増と32カ月連続で前
年を上回った。

既存店・全店ともに32カ月連続で増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は、１万

6,758台で前年同月比1.6％増と２カ月連

続で前年を上回った。

・内訳では、普通自動車が6,484台（前年同

月比1.8％増）、軽自動車が１万274台（同

1.4％増）となった。

２カ月連続で増加

・家電大型専門店販売額（12月）は、前年同

月比5.6％増と17カ月連続で前年を上

回った。

・値上げによる単価上昇に加え、県による

補助事業「おきなわ省エネ家電買換応援

キャンペーン」により省エネ性能の高い

高付加価値商材を中心に好調となった。

17カ月連続で増加

・新車販売台数は3,970台で前年同月比
38.5％増と２カ月連続で前年を上回った。
・一部自動車メーカーによる生産・出荷停
止の影響がみられた前年同月の反動増に
加え、レンタカー登録台数が増加したこ
となどから前年を上回った。
・車種別にみると、普通自動車（登録車）は
2,114台（前年同月比49.1％増）で、うち普
通乗用車は994台（同39.2％増）、小型乗用
車は967台（同71.5％増）であった。軽自動
車（届出車）は1,856台（同28.2％増）で、う
ち軽乗用車は1,542台（同37.9％増）であっ
た。

２カ月連続で増加
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出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所
出所：経済産業省商業動態統計調査

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

4 中古自動車販売台数【登録ベース】（前年同月比）

5 家電大型専門店販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

３カ月連続で増加
・百貨店売上高は、前年同月比11.5％増と３
カ月連続で前年を上回った。
・初商では、福袋などの限定品を目当てに
開店前に長蛇の行列ができるなど活況と
なった。また、春節時期には中国や台湾な
どアジア方面からの外国客が増加し、免
税売上が増加した。
・品目別にみると、食料品が同4.7％増、衣料
品が同9.5％増、家庭用品・その他が同
26.0％増、身の回り品が同2.3％減となっ
た。

・スーパー売上高は、既存店ベースは前年
同月比5.3％増と32カ月連続で前年を上
回った。
・値上げによる単価上昇に加え、お正月に
はお寿司やオードブルなど食料品を中心
に需要が高く売上増加に寄与した。また、
平均気温が低く推移したことで冬物商材
が好調となった。
・品目別にみると、食料品が同5.3％増、衣料
品が同5.5％増、住居関連が同5.0％増と
なった。
・全店ベースは同6.1％増と32カ月連続で前
年を上回った。

既存店・全店ともに32カ月連続で増加

・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は、１万

6,758台で前年同月比1.6％増と２カ月連

続で前年を上回った。

・内訳では、普通自動車が6,484台（前年同

月比1.8％増）、軽自動車が１万274台（同

1.4％増）となった。

２カ月連続で増加

・家電大型専門店販売額（12月）は、前年同

月比5.6％増と17カ月連続で前年を上

回った。

・値上げによる単価上昇に加え、県による

補助事業「おきなわ省エネ家電買換応援

キャンペーン」により省エネ性能の高い

高付加価値商材を中心に好調となった。

17カ月連続で増加

・新車販売台数は3,970台で前年同月比
38.5％増と２カ月連続で前年を上回った。
・一部自動車メーカーによる生産・出荷停
止の影響がみられた前年同月の反動増に
加え、レンタカー登録台数が増加したこ
となどから前年を上回った。
・車種別にみると、普通自動車（登録車）は
2,114台（前年同月比49.1％増）で、うち普
通乗用車は994台（同39.2％増）、小型乗用
車は967台（同71.5％増）であった。軽自動
車（届出車）は1,856台（同28.2％増）で、う
ち軽乗用車は1,542台（同37.9％増）であっ
た。

２カ月連続で増加
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出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省 ※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、209億77百万円で前

年同月比50.2％減となり、３カ月連続で前

年を下回った。

・発注者別では、県は同142.5％増、市町村は

同14.9％増となり、国は同87.4％減、独立

行政法人等・その他は同33.7％減となった。

３カ月連続で減少
・建設受注額（調査先建設会社：17社）は前

年同月比141.4％増と３カ月ぶりに前年

を上回った。

・発注者別では、公共工事は同26.0％減と

４カ月連続で減少し、民間工事は同

271.5％増と２カ月ぶりに増加した。

３カ月ぶりに増加

・セメント出荷量は５万6,230トンとなり、
前年同月比2.6％増と５カ月ぶりに前年
を上回った。
・生コン出荷量は９万3,903㎥で同5.5％増
と２カ月連続で前年を上回った。生コン
出荷量を出荷先別にみると、公共工事で
は、海事工事向け、橋梁関連向けなどが
増加し、防衛省向けなどが減少した。民
間工事では、ホテル向け、共同住宅向け
などが増加し、店舗向けなどが減少した。

・鋼材売上高（速報値）は、出荷量が減少し

たこと、鋼材価格が下降したことなどか

ら前年同月比8.3％減と６カ月連続で前

年を下回った。

・木材売上高は、出荷量が減少したこと、

木材価格が下降したことなどから同

4.9％減と５カ月連続で前年を下回った。

セメントは５カ月ぶりに増加、
生コンは２カ月連続で増加

鋼材は６カ月連続で減少、
木材は５カ月連続で減少

・建築着工床面積（12月）は10万8,015㎡で

前年同月比22.1％減と５カ月連続で前年

を下回った。居住用は同17.8％減となり、

非居住用は同30.2％減となった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では居住専用、居住産業併用と

もに減少した。非居住用では、公務用など

が増加し、飲食店・宿泊業用、その他の

サービス業用などが減少した。

５カ月連続で減少

・新設住宅着工戸数（12月）は858戸で前年

同月比22.1％減と２カ月連続で前年を下

回った。

・利用関係別では、持家（213戸）が同5.3％減、

貸家（322戸）が同20.1％減、給与（２戸）が

33.3％減、分譲（321戸）が同31.8％減と

なった。

２カ月連続で減少

50

県内の景気動向



消

費

関

連

建

設

関

連

観

光

関

連

そ

の

他

消

費

関

連

建

設

関

連

観

光

関

連

そ

の

他

建設関連

出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

出所：国土交通省 ※給与は、社宅や宿舎などのこと。

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

3 新設住宅着工戸数（前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

・公共工事請負金額は、209億77百万円で前

年同月比50.2％減となり、３カ月連続で前

年を下回った。

・発注者別では、県は同142.5％増、市町村は

同14.9％増となり、国は同87.4％減、独立

行政法人等・その他は同33.7％減となった。

３カ月連続で減少
・建設受注額（調査先建設会社：17社）は前

年同月比141.4％増と３カ月ぶりに前年

を上回った。

・発注者別では、公共工事は同26.0％減と

４カ月連続で減少し、民間工事は同

271.5％増と２カ月ぶりに増加した。

３カ月ぶりに増加

・セメント出荷量は５万6,230トンとなり、
前年同月比2.6％増と５カ月ぶりに前年
を上回った。
・生コン出荷量は９万3,903㎥で同5.5％増
と２カ月連続で前年を上回った。生コン
出荷量を出荷先別にみると、公共工事で
は、海事工事向け、橋梁関連向けなどが
増加し、防衛省向けなどが減少した。民
間工事では、ホテル向け、共同住宅向け
などが増加し、店舗向けなどが減少した。

・鋼材売上高（速報値）は、出荷量が減少し

たこと、鋼材価格が下降したことなどか

ら前年同月比8.3％減と６カ月連続で前

年を下回った。

・木材売上高は、出荷量が減少したこと、

木材価格が下降したことなどから同

4.9％減と５カ月連続で前年を下回った。

セメントは５カ月ぶりに増加、
生コンは２カ月連続で増加

鋼材は６カ月連続で減少、
木材は５カ月連続で減少

・建築着工床面積（12月）は10万8,015㎡で

前年同月比22.1％減と５カ月連続で前年

を下回った。居住用は同17.8％減となり、

非居住用は同30.2％減となった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみる

と、居住用では居住専用、居住産業併用と

もに減少した。非居住用では、公務用など

が増加し、飲食店・宿泊業用、その他の

サービス業用などが減少した。

５カ月連続で減少

・新設住宅着工戸数（12月）は858戸で前年

同月比22.1％減と２カ月連続で前年を下

回った。

・利用関係別では、持家（213戸）が同5.3％減、

貸家（322戸）が同20.1％減、給与（２戸）が

33.3％減、分譲（321戸）が同31.8％減と

なった。

２カ月連続で減少
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は６施設（うち県外客については４施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、78万3,400人（前年同月
比24.5％増）となり、38カ月連続で前年を
上回った。
・路線別では、空路は71万3,500人（同19.4％
増）となり38カ月連続で前年を上回った。
海路は６万9,900人（同121.9％増）となり
30カ月連続で前年を上回った。

38カ月連続で増加

・主要ホテルの売上高のうち宿泊収入（速
報値）は、販売客室数（数量要因）が増加、
宿泊客室単価（価格要因）も上昇し、前年
同月比30.3％増と８カ月連続で前年を上
回った。
・那覇市内ホテルは、販売客室数が増加、
宿泊客室単価も上昇し、同41.1％増とな
り14カ月連続で前年を上回った。
・リゾート型ホテル（速報値）は、販売客室
数が増加、宿泊単価も上昇し、同27.8％増
となり８カ月連続で前年を上回った。

８カ月連続で増加

・主要観光施設の入場者数は、前年同月比

25.4％増と35カ月連続で前年を上回っ

た。

・一般団体客、修学旅行、クルーズ客等の

来訪が増え、好調に推移した。

35カ月連続で増加

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

0.7％減と２カ月ぶりに前年を下回った。

県内客は５カ月連続で前年を下回り、

県外客は３カ月連続で前年を上回った。

売上高は同8.2％増と２カ月連続で前年

を上回った。

・悪天候もあり入場者数はほぼ横ばいと

なったが、ゴルフシーズンにより単価

の高い県外客と外国客の増加が顕著と

なり、売上高は好調に推移した。

入場者数は２カ月ぶりに減少、
売上高は２カ月連続増加

・国内客は、56万6,800人（前年同月比11.4％

増）となり、７カ月連続で前年を上回った。

外国客は21万6,600人（同79.9％増）となり、

28カ月連続で増加した。

・年始の国内客の旅行需要の高まりに加え、

春節に伴う海外客の増加がみられた。

国内客は７カ月連続で増加、
外国客は28カ月連続で増加

・主要ホテルの客室稼働率（速報値）は
57.9％と前年同月差8.1％ポイント上昇し
10カ月連続で前年を上回り、売上高は前
年同月比24.4％増となり、８カ月連続で前
年を上回った。
・那覇市内ホテルの客室稼働率は71.3％と
同12.4％ポイント上昇し、13カ月連続で
前年を上回り、売上高は同28.4％増と14
カ月連続で前年を上回った。
・リゾート型ホテルの客室稼働率（速報値）
は52.9％と同5.6％ポイント上昇し９カ月
連続で前年を上回り、売上高は同15.5％増
と７カ月連続で前年を上回った。

稼働率は10カ月連続で上昇、
売上高は８カ月連続で増加
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1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【国内客、外国客】（前年同月比）

出所：沖縄県観光政策課

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）調査先は６施設（うち県外客については４施設）からなる。

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

・入域観光客数は、78万3,400人（前年同月
比24.5％増）となり、38カ月連続で前年を
上回った。
・路線別では、空路は71万3,500人（同19.4％
増）となり38カ月連続で前年を上回った。
海路は６万9,900人（同121.9％増）となり
30カ月連続で前年を上回った。

38カ月連続で増加

・主要ホテルの売上高のうち宿泊収入（速
報値）は、販売客室数（数量要因）が増加、
宿泊客室単価（価格要因）も上昇し、前年
同月比30.3％増と８カ月連続で前年を上
回った。
・那覇市内ホテルは、販売客室数が増加、
宿泊客室単価も上昇し、同41.1％増とな
り14カ月連続で前年を上回った。
・リゾート型ホテル（速報値）は、販売客室
数が増加、宿泊単価も上昇し、同27.8％増
となり８カ月連続で前年を上回った。

８カ月連続で増加

・主要観光施設の入場者数は、前年同月比

25.4％増と35カ月連続で前年を上回っ

た。

・一般団体客、修学旅行、クルーズ客等の

来訪が増え、好調に推移した。

35カ月連続で増加

・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月比

0.7％減と２カ月ぶりに前年を下回った。

県内客は５カ月連続で前年を下回り、

県外客は３カ月連続で前年を上回った。

売上高は同8.2％増と２カ月連続で前年

を上回った。

・悪天候もあり入場者数はほぼ横ばいと

なったが、ゴルフシーズンにより単価

の高い県外客と外国客の増加が顕著と

なり、売上高は好調に推移した。

入場者数は２カ月ぶりに減少、
売上高は２カ月連続増加

・国内客は、56万6,800人（前年同月比11.4％

増）となり、７カ月連続で前年を上回った。

外国客は21万6,600人（同79.9％増）となり、

28カ月連続で増加した。

・年始の国内客の旅行需要の高まりに加え、

春節に伴う海外客の増加がみられた。

国内客は７カ月連続で増加、
外国客は28カ月連続で増加

・主要ホテルの客室稼働率（速報値）は
57.9％と前年同月差8.1％ポイント上昇し
10カ月連続で前年を上回り、売上高は前
年同月比24.4％増となり、８カ月連続で前
年を上回った。
・那覇市内ホテルの客室稼働率は71.3％と
同12.4％ポイント上昇し、13カ月連続で
前年を上回り、売上高は同28.4％増と14
カ月連続で前年を上回った。
・リゾート型ホテルの客室稼働率（速報値）
は52.9％と同5.6％ポイント上昇し９カ月
連続で前年を上回り、売上高は同15.5％増
と７カ月連続で前年を上回った。

稼働率は10カ月連続で上昇、
売上高は８カ月連続で増加
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出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2023年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

（出所）沖縄県

（注1）端数処理の関係で寄与度の合計は前年比と一致しないことがある。

（注2）2020年＝100。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）（再掲）

2 消費者物価指数【総合】

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（出所）沖縄気象台

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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・平均気温は16.8℃で前年同月（17.9℃）よ

り低く、降水量は95.5ｍｍで前年同月

（43.0ｍｍ）より多かった。

・沖縄地方は、中旬から下旬を中心に晴れた

日が多かったが、低気圧や気圧の谷、大陸

の高気圧の張り出しに伴う寒気の影響で

曇りや雨の日があり、大雨や荒れた天気と

なった所もあった。

・平均気温は平年より低く、日照時間は平年

より多く、降水量は平年並みであった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数（12月）は、前年同月比5.0％減

と４カ月連続で前年を下回った。産業別

では、卸売・小売業、運輸業・郵便業、宿泊

業・飲食サービス業などで減少した。有効

求人倍率（12月、季調値）は1.12倍で、前月

と同水準となった。

・労働力人口（12月）は、81万1,000人で前年

同月比1.9％増となり、就業者数は、78万

9,000人で同1.9％増となった。完全失業者

数は２万3,000人で前年同月と同水準とな

り、完全失業率（12月、季調値）は2.9％と、

前月から0.4ポイント低下した。

新規求人数は減少、
有効求人倍率（季調値）は同水準

・消費者物価指数は、前年同月比4.8％の上

昇となり、41カ月連続で前年を上回った。

生鮮食品を除く総合は同4.1％の上昇とな

り、生鮮食品及びエネルギーを除く総合

は同3.3％の上昇となった。

・費目別の動きをみると、食料、光熱・水道

などすべての費目で上昇した。

41カ月連続で上昇

・倒産件数は６件で前年同月から２件増加

した。業種別では、建設業が２件、小売業

が２件、サービス業他が２件となった。

・負債総額は３億3,600万円で、前年同月比

19.2％減となった。

件数は増加、負債総額は減少

・広告収入（マスコミ：12月）は、前年同月比

3.7％減と３カ月ぶりに前年を下回った。

・年末年始のイベントや旅行関連の広告需

要がみられたものの、全体では前年を下

回った。

３カ月ぶりに減少

61 64
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出所：沖縄労働局（就業地別）

（注）有効求人倍率は、2023年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

（出所）沖縄県

（注1）端数処理の関係で寄与度の合計は前年比と一致しないことがある。

（注2）2020年＝100。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）（再掲）

2 消費者物価指数【総合】

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

（出所）沖縄気象台

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比） ※棒グラフはメディア別寄与度
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・平均気温は16.8℃で前年同月（17.9℃）よ

り低く、降水量は95.5ｍｍで前年同月

（43.0ｍｍ）より多かった。

・沖縄地方は、中旬から下旬を中心に晴れた

日が多かったが、低気圧や気圧の谷、大陸

の高気圧の張り出しに伴う寒気の影響で

曇りや雨の日があり、大雨や荒れた天気と

なった所もあった。

・平均気温は平年より低く、日照時間は平年

より多く、降水量は平年並みであった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参考

（注）負債総額1,000万円以上

・新規求人数（12月）は、前年同月比5.0％減

と４カ月連続で前年を下回った。産業別

では、卸売・小売業、運輸業・郵便業、宿泊

業・飲食サービス業などで減少した。有効

求人倍率（12月、季調値）は1.12倍で、前月

と同水準となった。

・労働力人口（12月）は、81万1,000人で前年

同月比1.9％増となり、就業者数は、78万

9,000人で同1.9％増となった。完全失業者

数は２万3,000人で前年同月と同水準とな

り、完全失業率（12月、季調値）は2.9％と、

前月から0.4ポイント低下した。

新規求人数は減少、
有効求人倍率（季調値）は同水準

・消費者物価指数は、前年同月比4.8％の上

昇となり、41カ月連続で前年を上回った。

生鮮食品を除く総合は同4.1％の上昇とな

り、生鮮食品及びエネルギーを除く総合

は同3.3％の上昇となった。

・費目別の動きをみると、食料、光熱・水道

などすべての費目で上昇した。

41カ月連続で上昇

・倒産件数は６件で前年同月から２件増加

した。業種別では、建設業が２件、小売業

が２件、サービス業他が２件となった。

・負債総額は３億3,600万円で、前年同月比

19.2％減となった。

件数は増加、負債総額は減少

・広告収入（マスコミ：12月）は、前年同月比

3.7％減と３カ月ぶりに前年を下回った。

・年末年始のイベントや旅行関連の広告需

要がみられたものの、全体では前年を下

回った。

３カ月ぶりに減少

61 64
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科学技術の発展により「DNA 鑑定」がさまざま
な場面で活用されています。米国では“パーソナル
DNA サービス”と言われるサービスがあり、自分の
遺伝子情報を解析して、ルーツや自身の遺伝的特性
を知ることができます。これにより自己理解を深め
たり、家族のルーツを探ったりすることができます。

ところで皆さまは、日本における DNA 鑑定の活
用でまず思いつくのは、犯罪捜査ではないでしょう
か。ここ日本でも技術の進展により DNA 鑑定の精度
は向上しており、犯罪捜査以外にも活用の場を広げ
ています。

一方で、データベースの整備や情報の共有には課
題が残されています。プライバシーの保護や倫理的
な配慮が求められる中で、法律やガイドラインの整
備が不可欠です。また、一般市民への教育や情報提
供が進むことにより、遺伝子検査の意義やリスクを
理解し、適切に利用する文化が育まれることが重要
です。

経済的効果の面では、DNA 鑑定サービスの市場
拡大が挙げられます。専門のラボや技術者の雇用が
増加し、関連する医療機器や消耗品の需要も高まっ
ています。また、鑑定結果がもたらす法的な確定性
は、トラブル解決にかかる時間とコストを削減する
ことにも寄与します。これにより、企業や個人が安
心してビジネスや生活を営むことができる環境が整
います。

今後は、より効率的で正確な鑑定技術が確立され
て、技術発展が市民の生活の質の向上に寄与するこ
とが期待されます。

沖縄本島中部に位置する嘉手納町は、風光明媚
な自然と温かなコミュニティで知られています。中
でも象徴的な存在が「嘉手納野球場」です。嘉手納
野球場整備事業として 2022 年 6 月から球場の建
て替え工事が始まり、25 年 3 月完成、同年 4 月
に供用開始の予定です。

新球場は県内では珍しい全面人工芝であり、3
階建てのスタンドには 1,500 人が収容できます。
1 階にはエントランスや器具庫・更衣室・管理室・
医務室など、2 階には倉庫やトイレを配置。スコ
アボード棟やブルペンなども整備され、高校野球や
プロ野球の公式戦にも対応できます。未来の世代へ
の貢献し、地域住民と観光客を結び付けるスポーツ
ツーリズムの核として機能していくでしょう。

野球場は地元の高校野球やプロ野球チームの練
習場であり、試合が行われるたびに町全体が活気づ
いています。スポーツを通じた交流は地元の経済を
潤し、観光客にとっては沖縄の新たな魅力を発見す
るきっかけになります。野球場を中心としたスポー
ツ施設やイベントは、家族や友人同士の絆を深め、
健康的な生活を支える重要な要素となっています。

嘉手納町は親しみやすく、住み続けたい街とし
ても高く評価されており、住民一人一人が誇りを持
てる場所です。スポーツが地域活性化の要となり、
暮らしやすさを向上させ、スポーツと暮らしの調和
の中に嘉手納町の未来はあるでしょう。

嘉手納野球場へぜひ足を運んでみてはいかがで
しょうか。

嘉手納野球場 DNA鑑定

琉球銀行　嘉手納支店　支店長
玉元　克美

琉球銀行　証券国際部　上席調査役
嘉手苅　秀光

～スポーツが活性化の要～ ～犯罪捜査以外にも活用～



57

学びバンク
沖縄タイムスに掲載のコラム　 [ 注：所属部署、　役職は執筆時のものです。]

IT（情報技術）の進歩が個人の生活利便性を高め、
企業の業務効率化を実現してくれています。この根
底には「情報」とそれを管理・活用するための「シ
ステム」の存在があり、取り扱う事業者には高いセ
キュリティー対策が求められます。例えば、クレ
ジットカード会社に対しては「PCIDSS」（ピーシー
アイディーエスエス）というカード会員の情報を保
護するための国際的な情報セキュリティー基準があ
り、国内外のカード会社はこの基準に準拠すること
が求められています。　

対策を怠り、何かしらの事故が発生した場合、
損害賠償やお客様への補償といった事業損失にもつ
ながります。IT 技術者だけでなく、これからは「情
報」「システム」を活用する側の、情報セキュリティー
に関する理解、知識の向上も不可欠です。

情報セキュリティーに関する知識を学ぶ一つの
方法として、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）
が主催する「情報処理技術者試験」を受験すること
が挙げられます。IPA は経済産業省の IT 政策実施
機関で、情報セキュリティー人材育成の一環として
難易度別に 13 の試験制度を設けています。

この中には技術者向けの試験だけでなく、IT を
使う側としての基本的知識・技能を測る「情報セキュ
リティマネジメント試験」「IT パスポート試験」と
いった試験もあります。県内でも年中受験が可能で
すので、書店に並ぶ参考書を手に取られてみてはい
かがでしょうか。

情報セキュリティー

琉球銀行ペイメント事業部付出向　上席調査役
國吉　謙輔

～活用の知識得る試験も～

使用済みのプラスチック製品の大量廃棄が、ごみ
の最終処分場の不足や海洋汚染の問題の一因となっ
ています。そのような環境を改善するために「サー
マルリサイクル」が用いられています。回収された
廃プラスチック（使用済みまたは不要になったプラ
スチック製品や材料）を燃焼させて得られる熱エネ
ルギーを回収し、発電などに有効活用するリサイク
ル方法です。

プラスチックは発熱量が大きく、石炭・石油にも
劣らないため、サーマルリサイクルにより石炭・石
油の消費量が削減され、脱炭素化の実現に役立つと
言われています。焼却することで廃棄物の体積が減
り、貴重な埋め立て地のスペースの節約にもつなが
ります。

2015 年に国連は国際的な共通目標として「持続
可能な開発目標（SDGs）」を定めました。30 年ま
でに達成を目指す 17 の目標と 169 の具体的なター
ゲットを示しています。そのうち目標 12「つくる責
任 つかう責任」は、ごみの量を減らし、資源の有効
活用を重要な目標として掲げています。

サーマルリサイクルは、この目標達成に向けて「廃
棄物の減量化」「有害物質の管理」「資源循環の促進」
に貢献できます。

例えば、業務上で使用する文具類などを買い替え
る際に発生する廃棄物を、サーマルリサイクルする
ことも身近でできる取り組みの一つとして考えられ
ます。持続可能な社会の実現のために、私たち一人
一人ができることから取り組んでいきましょう。

サーマルリサイクル

琉球銀行　総務部　上席調査役
知花　美奈子

～廃プラ 熱エネルギーに～
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中小企業が決算前において検討すべき事項
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3 月は多くの法人が決算期を迎えますが、中小企業が決算前において、検討すべき主な税務事項につ

いて解説します。届出書・申請書の提出、資産の取得等には期限がありますのでご留意ください。

項目 内容 留意点

人
件
費
関
連

決
算
賞
与

決算後に決算賞与を支払う場合、下記要
件のすべてを満たせば通知日の属する事
業年度に全額損金算入可能

① 同時期に支給を受けるすべての従業員

一人ひとりに賞与支給額を通知

② 通知日の属する事業年度終了の日の翌

日から 1 か月以内に全額支給

③ 通知日の属する事業年度に損金経理

・支給日に在職する従業員のみに賞与を支

給し退職者に支給しない場合、未払賞与

は全額損金不算入となる

・正規の従業員とパートタイマー、臨時雇

い等を区分している場合は、その区分ご

とに左記要件①支給額の通知を行ったか

どうかの判定が可能

賃
上
げ
促
進
税
制

(中小企業向けの要件)

雇用者給与等支給額が前年度と比べ、

① 1.5％以上増加⇒給与等支給増加額の
15％税額控除

② 2.5％以上増加⇒給与等支給増加額の
30％税額控除

・適用事業年度の教育訓練費が前年度と比

べて 5％以上増加し、かつ適用事業年度

の教育訓練費が雇用者給与等支給額の

0.05％以上である場合、税額控除率を

5％上乗せ可能

設
備
投
資
関
連

少
額
減
価
償
却
資
産

中小企業者等の少額減価償却資産の特例

取得価額 30 万円未満の資産の取得は、1
事業年度 300 万円を限度に損金経理を要
件に損金算入可能

・税抜経理方式の場合、免税事業者からの

資産の購入は、消費税込みの取得価額で

金額判定が必要

・常時使用する従業員の数が 500 人を超え

る法人は適用対象外

・償却資産税の課税対象

経
営
力
強
化
税
制

一定の特定経営力向上設備等を指定事業
の用に供した場合

⇒即時償却または取得価額の 10％の税額
控除が選択適用

・経営力向上計画の認定と設備の事業供用

を事業年度末までに行う必要があるた

め、決算間近の取得の場合、適用が受け

られない可能性あり(申請から認定まで

の期間は 1 か月程度)

・貸付資産、中古資産は対象外

投
資
促
進
税
制

中小企業者等が一定の機械等を取得し、
指定事業の用に供した場合

⇒税額控除(7％※)または特別償却(30％) 

※ 税額控除は資本金 3,000 万円以下の中
小企業者等のみ適用可

・上記特定経営力向上設備と異なり、認定

を受ける必要がないため、期末間近の設

備投資であっても事業供用を行えば適用

を受けられる

・貸付資産、中古資産は対象外

お見逃しなく！

翌期以降、会計処理の変更等を行う場合は、期末までに変更届出が必要なものとして、減価償却方

法、棚卸資産の評価方法、有価証券の評価方法、簡易課税選択、簡易課税不適用の届出があります。
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沖縄県内の主要金融経済指標

注 )県内金融機関の預金残高は、19年 2月分より日本銀行（本店）ホームページ上で公表している県内預金合計に遡及改訂した。

注 ) 鉱工業生産指数は暦年ベース。暦年値、前年比は原指数の増減率。　2019 年 4月より 2015 年＝100に改定された。

注 ) 貿易概況は、暦年ベース。

注) 銀行券増減は、端数調整により一致しない場合がある。

注) 貸出金利は、暦年ベース。
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■令和５年
８月 No.646 経営トップに聞く　三栄工業株式会社
（RRI no.205） 特集1 沖縄県内におけるレンタカー業界の動向と
　　　　　　　　　   充足率推計
 特集2 コロナ禍での県内景気と労働市場の動向

９月 No.647 経営トップに聞く　株式会社すこやかホールディングス
（RRI no.206） 特集1 県内の観光目的税導入を巡る動向と導入に
　　　　　　　　　   向けた提言
 特集2 沖縄県内における2023年プロ野球
　　　　　　　　　   春季キャンプの経済効果

10月 No.648 経営トップに聞く　株式会社琉球光和
（RRI no.207） 特集 okinawa society5

11月 No.649 経営トップに聞く　株式会社仲本工業
（RRI no.208） 特集 防衛省関連予算の推移と経済効果について

12月 No.650 経営トップに聞く　社会医療法人仁愛会
（RRI no.209） 特集1 県内の一般廃棄物処理の状況と資源循環
 　　　（リサイクル）推進に向けた提言
 特集2 沖縄県と全国の所得格差についての分析

■令和６年
１月 No.651 経営トップに聞く　医療法人HSR
（RRI no.210） 特集1 県内在留外国人の動向と多文化共生社会の
 　　　実現に向けた提言
 特集2 沖縄県経済2023年の回顧と2024年の展望

２月 No.652 経営トップに聞く　琉球フットボールクラブ株式会社
（RRI no.211） 特集1 沖縄県の労働需給問題について
 特集2 高齢化による沖縄の社会経済の構造変化

３月 No.653 経営トップに聞く　株式会社レイメイコンピュータ
（RRI no.212） 企業探訪　株式会社立神鐵工所
 特集1 沖縄県内におけるカーシェアリング市場の動向
 特集2 労働基準法改正が県内企業に及ぼす影響
          （2024年問題）
４月 No.654 経営トップに聞く　ニッシン株式会社
（RRI no.213） 特集 台湾における自転車利用促進に向けた取組み

５月 No.655 経営トップに聞く　琉球スポーツアカデミー株式会社
（RRI no.214） 特集1 宮古島市の観光と水問題について
 特集2 沖縄県のデジタルツイン実現に向けた３D
　　　　　　　　　  都市モデル整備と活用促進
 特集3 2023年度の沖縄県経済の動向

６月 No.656 経営トップに聞く　学校法人興南学園
（RRI no.215） 企業探訪　株式会社琉佐美
 特集1 沖縄県の主要経済指標 

７月 No.657 経営トップに聞く　株式会社日進商会
（RRI no.216） 特集1 ダイキンオーキッドレディスゴルフトーナ 
 　　　メント開催が沖縄にもたらす効果
 特集2 県産品利用実態アンケート調査にみる製造
 　　　業振興に向けた課題と提言

８月 No.658 経営トップに聞く　株式会社フードリボン
（RRI no.217） 特集1 沖縄県におけるスポーツツーリズムの実態調査
 特集2 沖縄県内における2024年プロ野球
　　　　　　　　　   春季キャンプの経済効果

９月 No.659 経営トップに聞く　株式会社ライフコーポレーション
（RRI no.218） 特集1 沖縄県内における台湾からの入域客の動向
 特集2 沖縄県内におけるバス・タクシー運転手不
　　　　　　　　　   足の現状と課題解決に向けた検討

10月 No.660 経営トップに聞く　一般社団法人光の子グループ
（RRI no.219） 特集 沖縄県内のマリンレジャー業界の現状と課題

11月12月合併 経営トップに聞く　株式会社日本バイオテック
No.661 特集1 医師の働き方改革と沖縄県が抱える医療の課題
（RRI no.220） 特集2 沖縄県内におけるジャパンウィンターリー
　　　　　　　　　   グ開催による経済効果
 特集3 コロナ後の沖縄県の景気動向

１月 No.662 経営トップに聞く　株式会社あしびかんぱにー
（RRI no.221） 企業探訪　有限会社首里琉染
 特集　沖縄県内のホテル施設調査と需給バラン
　　　　　　　　　　スからみた課題と持続可能な観光へ向け
　　　　　　　　　　た取り組み

２月 No.663 経営トップに聞く　株式会社西自動車商会
（RRI no.222） 特集1 沖縄県の労働市場の構造変化と今後の課
　　　　　　　　　   題と展望
 特集2 沖縄県経済2024年の回顧と2025年の展望

３月 No.664 経営トップに聞く　株式会社昭和制作
（RRI no.223） 特集　沖縄県における国発注公共工事の経済
　　　　　　　　　　効果と建設業振興に向けた提言

特集レポートバックナンバー
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表紙写真：志良堂猛史（りゅうぎん総合研究所）　撮影地：垣花樋川（南城市）

経営トップに聞く
株式会社丸中商会

～「現場で水のような存在へ」豊富なプロ仕様の商品で建設現場の技術を支える～

代表取締役　 仲宗根 健 氏

特集 沖縄県のスマート防災ネットワークの構築に向けた提言
           ～北部豪雨災害等の対応から学ぶこと～
        　 （okinawa society5 第 3回：沖縄県のスマート防災ネットワーク構築に向けて） 

りゅうぎん総合研究所  社長付特命部長　志良堂　猛史

新時代の教育研究を切り拓く
1.  市民参加と機械学習で地域の持続可能なモビリティを目指す

2. 「Nature」オピニオン記事：OISTは「学際研究をリードする存在」̶  日本の科学者が評価

3． 科学から社会貢献まで－沖縄の子どもたちを支援するOIST学生のレガシー

沖縄科学技術大学院大学 コミュニケーション・広報ディビジョンメディアセクション

（同大学のHP記事より許可を得て転載）

行政情報184
内閣府沖縄総合事務局経済産業部

沖縄県の景気動向（2025年1月）
～景気は、緩やかに拡大している（17カ月連続）～

学びバンク
・嘉手納野球場　～スポーツが活性化の要～

　琉球銀行　嘉手納支店長　玉元　克美

・DNA鑑定　～犯罪捜査以外にも活用～

　琉球銀行　証券国際部　上席調査役　嘉手苅　秀光

・情報セキュリティー　～活用の知識得る試験も～

　琉球銀行ペイメント事業部付出向　上席調査役　國吉　謙輔

･サーマルリサイクル　～廃プラ 熱エネルギーに～

　琉球銀行　総務部　上席調査役　知花　美奈子

経営情報 中小企業が決算前において検討すべき事項
　　　　　　　　　　 提供　太陽グラントソントン税理士法人

県内の主要金融経済指標

注：所属部署、　役職は執筆時のものです。
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